
笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

1

+

1

17

第１章 計画策定の趣旨・位置づけ

１－２ 計画の位置づけ

（１）第７次笠岡市総合計画及び分野別・個別計画との関

連

本計画は，国土強靱化基本法第 13 条に基づく国土強靱

化地域計画であり，本市の市政の基本方針である「第７次

笠岡市総合計画」と整合性を図るとともに，（略）

第１章 計画策定の趣旨・位置づけ

１－２ 計画の位置づけ

（１）第８次笠岡市総合計画及び分野別・個別計画との関

連

本計画は，国土強靱化基本法第 13 条に基づく国土強靱

化地域計画であり，本市の市政の基本方針である「第８次

笠岡市総合計画」と整合性を図るとともに，（略）

総 合 計 画

と の 整 合

性 を と る

ため

2

下 4

１－３ 計画の推進期間

本計画は，基本計画に準じ，概ね５年ごとに見直すこと

とし，当初の推進期間は令和３年度から令和７年度までと

する。 （略）

１－３ 計画の推進期間

本計画は，基本計画に準じ，概ね５年ごとに見直すこと

とし，当初の推進期間は令和８年度から令和１２年度まで

とする。 （略）

5 15

（２）社会的条件

① 人口

本市の人口は平成７年以降減少しており，平成27年には

50,568人と20年間で10,000人程度（16.4％）減少している。

世帯数については平成17年以降減少しており，平成27年

には19,189世帯と，10年間で1,000世帯程度減少している。

（略）

（２）社会的条件

① 人口

本市の人口は平成12年以降減少しており，令和2年には

46,088人と20年間で13,000人程度（22.2％）減少している。

世帯数については平成17年以降減少しており，令和2年

には18,466世帯と，15年間で1,500世帯程度減少している。

（略）
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6

8
③ 産業構造

平成７年から平成27年までの産業別就業人口の推移（国

勢調査）を見ると，就業人口は一貫して減少しており，平

成27年の就業人口は21,477人となっている。

平成 27 年の産業区分別の内訳は第１次産業が 1,041 人

（就業人口の 4.8％），第２次産業が 7,054 人（同 32.8％），

第３次産業が 13,382 人（同 62.3％）で，第３次産業の就

業割合が高くなっている。一方，平成 27 年の産業別就業

人口の割合を県や全国と比較すると，第２次産業就業者の

割合が高くなっている。

③ 産業構造

平成12年から令和2年までの産業別就業人口の推移（国

勢調査）を見ると，就業人口は一貫して減少しており，令

和２年の就業人口は20,746人となっている。

令和２年の産業区分別の内訳は第１次産業が 1,032 人

（就業人口の 5.0％），第２次産業が 6,631 人（同 32.0％），

第３次産業が 13,083 人（同 63.1％）で，第３次産業の就

業割合が高くなっている。一方，令和２年の産業別就業人

口の割合を県や全国と比較すると，第２次産業就業者の割

合が高くなっている。
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11 図

（４）笠岡市における災害の特性

①洪水・内水氾濫

（略）

（４）笠岡市における災害の特性

①洪水・内水氾濫

（略）

12

15

③ 土砂災害

（略）

なお，本市では，土砂災害警戒区域等における土砂災害

防止対策の推進に関する法律（以下「土砂災害防止法」と

いう。）に基づき，土砂災害警戒区域等が 454 箇所（うち

特別警戒区域 269 箇所）指定され，順次指定が拡大されて

③ 土砂災害

（略）

なお，本市では，土砂災害警戒区域等における土砂災害

防止対策の推進に関する法律（以下「土砂災害防止法」と

いう。）に基づき，土砂災害警戒区域等が 462 箇所（うち

特別警戒区域 343 箇所）指定され，順次指定が拡大されて
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いる。

⑤ 南海トラフ地震・津波

南海トラフを震源とする地震は，約 100〜150 年の間隔

で大地震が発生しており，近年では，昭和南海地震（1946

年）がこれに当たる。昭和南海地震が起きてから既に 70

年近くが経過しており，南海トラフにおける次の大地震発

生の可能性が高まってきている。国の研究機関の試算で

は，南海トラフ全域での地震発生確率を評価しており，今

後 30 年以内にマグニチュード８～９クラスの規模の地震

発生確率は，70～80％程度とされており，その発生が危惧

されるところである。

いる。

⑤ 南海トラフ地震・津波

南海トラフを震源とする地震は，約 100〜150 年の間隔

で大地震が発生しており，近年では，昭和南海地震（1946

年）がこれに当たる。昭和南海地震が起きてから既に 70

年近くが経過しており，南海トラフにおける次の大地震発

生の可能性が高まってきている。国の研究機関の試算で

は，南海トラフ全域での地震発生確率を評価しており，今

後 30 年以内にマグニチュード８～９クラスの規模の地震

発生確率は，70～80％程度とされており，その発生が危惧

されるところである。

24

第４章 強靱化の推進方針

４－１ 施策分野別の推進方針

（略）

（１）行政機能/消防

（防災拠点施設の耐災害性の向上）

第４章 強靱化の推進方針

４－１ 施策分野別の推進方針

（略）

（１）行政機能/消防

（防災拠点施設の耐災害性の向上）
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庁舎等の耐震化等

（略）

災害時防災拠点の機能を有する新庁舎の建設に係る

基本構想及び建設計画を策定し，令和 12 年度を目途に

建て替えを行う。

庁舎等の耐震化等

（略）

災害時防災拠点の機能を有する新庁舎の建設に係る

基本構想及び建設計画を策定し，令和 18 年度を目途に

建て替えを行う。

25

1番上

の表

上から

2番目

の表

防災拠点となる施設の非常用電源確保

財政課

（略）

防災拠点となる施設の非常用電源確保

公有財産管理課

（略）

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

笠岡市役所新庁舎建

設

［笠岡市地域防災計

画］

検討中

(令和２年度 )

建て替え

(令和 12 年度)

総務課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

笠岡市役所新庁舎建

設

［笠岡市地域防災計

画］

検討中

(令和７年度 )

建て替え

(令和 18 年度)

公有財産管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

災害時における燃料等

の供給に関する協定の

締結［笠岡市地域防災

計画］

未実施

(令和２年度 )

締結

(令和５年度 )

笠岡地区消防組合

自家発電設備の計画

的な更新

［笠岡市地域防災計

画］

未実施

(令和２年度 )

４箇所

(令和 10 年度)

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

災害時における燃料等

の供給に関する協定の

締結［笠岡市地域防災

計画］

未実施

(令和７年度 )

締結

(令和１２年度)

笠岡地区消防組合

自家発電設備の計画

的な更新

［笠岡市地域防災計

画］

４箇所

(令和７年度 )

実施済

(令和 12 年度)

笠岡地区消防組合
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25

上から

3番目

の表

上から

4番目

の表

一番下

の表

避難所における電力の確保

○協定の継続及び連絡体制の確認，新たな協定締結の検

討を実施するとともに，実動訓練や図上訓練を通して

実際の対応手順の確認を実施する。

○避難所施設に再生可能エネルギー（太陽光発電パネル）

等の導入を検討する。

避難所における電力の確保

○避難所施設に発電・蓄電施設等の導入を検討するととも

に，協定の継続及び連絡体制の確認，新たな協定締結の

検討を実施する。

（削除）

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

防災訓練実施

(電力確保)

未実施

(令和２年度 )
実施済

(令和７年度 )
危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

笠岡市防災訓練

【笠岡市地域防災計

画】

実施

(令和２年度 )
継続実施

(令和７年度 )
危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

避難所の電力確保 未実施

(令和７年度 )
実施済

(令和 12 年度)
危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

笠岡市防災訓練

【笠岡市地域防災計

画】

実施

(令和７年度 )
継続実施

(令和 12 年度)
危機管理課
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26

1番上

の表

上から

2 番目

の表

上から

3番目

の表

再生可能エネルギー等の導入推進

財政課

（略）

（消防施設の整備と機能強化）

◎消防活動拠点の耐災害性強化及び機能強化並びに消防

庁舎の整備

○人口減少などの社会情勢や災害の発生状況，道路情勢を

考慮し，現在の消防力を維持しながら，消防庁舎の適正

な配置について検討した上で，令和８年度を目途として

建て替えを行う。

（略）

再生可能エネルギー等の導入推進

公有財産管理課

（略）

（消防施設の整備と機能強化）

◎消防活動拠点の耐災害性強化及び機能強化並びに消防

庁舎の整備

○人口減少などの社会情勢や災害の発生状況，道路情勢を

考慮し，現在の消防力を維持しながら，消防庁舎の適正

な配置について検討した上で，令和 15年度を目途とし

て建て替えを行う。

（略）

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

再生可能エネルギー

設備設置事業

［笠岡市地域防災計

画］

未導入

(令和２年度 )

４基

(令和８年度 )

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

再生可能エネルギー

設備設置事業

［笠岡市地域防災計

画］

未導入

(令和７年度 )

４基

(令和１２年度)

笠岡地区消防組合
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26

上から

4番目

の表

1番下

の表

◎消防の情報通信施設の強化 ◎消防の情報通信施設の強化

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

笠岡地区消防組合新

庁舎建設

［笠岡市地域防災計

画］

未実施

(令和２年度 )

建て替え

(令和８年度 )

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

消防・救急デジタル無

線システム

［笠岡市地域防災計

画］

現一式

(令和２年度 )

新一式

(令和５年度 )

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

笠岡地区消防組合新

庁舎建設

［笠岡市地域防災計

画］

未実施

(令和７年度 )

建て替え

(令和 15 年度)

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

消防・救急デジタル無

線システム

［笠岡市地域防災計

画］

現一式

(令和７年度 )

新一式

(令和 10 年度)

笠岡地区消防組合
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27

上から

2番目

の表

上から

4番目

の表

消防団機庫の耐震化・機能強化

（略）

（防火対策の推進）

住宅用火災警報器等の設置及び維持管理の推進

（略）

消防団機庫の耐震化・機能強化

（略）

（防火対策の推進）

住宅用火災警報器等の設置及び維持管理の推進

（略）

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

消防機庫建設事業

［第７次笠岡市総合

計画，笠岡市地域防災

計画］

31/39 庫

(令和元年度 )

31 庫

(令和６年度 )

笠岡地区消防組合

ﾎｰｽ乾燥塔建設事業

［第７次笠岡市総合計

画，笠岡市地域防災

計画］

31/39 基

(令和元年度 )

31 基

(令和６年度 )

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

住宅用火災警報器の

設置及び維持管理の

強化

検討中

(令和２年度 )

取組推進

(令和７年度 )

笠岡地区消防組合

住宅での防火対策強

化
検討中

(令和２年度 )

取組推進

(令和７年度 )

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

消防機庫建設事業

［第７次笠岡市総合

計画，笠岡市地域防災

計画］

35/37 庫

(令和７年度 )

36/36 庫

(令和８年度 )

笠岡地区消防組合

ﾎｰｽ乾燥塔建設事業

［第７次笠岡市総合計

画，笠岡市地域防災

計画］

30/33 基

(令和７年度 )

32/32 基

(令和１２年度)

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

住宅用火災警報器の

設置及び維持管理の

強化

取組推進

(令和 7 年度)

取組推進

(令和１２年度)

笠岡地区消防組合

住宅での防火対策

強化
取組推進

(令和 7 年度)

取組推進

(令和１２年度)

笠岡地区消防組合
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27
1番下

の表

消防法令違反の建物に対する是正推進

（略）

消防法令違反の建物に対する是正推進

（略）

28

上から

2番目

の表

上から

3番目

の表

不特定多数が利用する施設への消防用設備等の適正な設

置促進

（略）

消防水利の整備推進

○本市の市街地・準市街地住宅密集地における消防水利設

置率の向上を図るとともに，島しょ部で発生した災害対

不特定多数が利用する施設への消防用設備等の適正な設

置促進

（略）

消防水利の長寿命化

○消防水利（防火水槽）の長寿命化を図るため，計画的な

維持管理を推進する。老朽化の進んでいる施設については

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

消防法令違反対象物

の是正推進
検討中

(令和２年度 )

取組推進

(令和７年度 )

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

消防法令違反対象物

の是正推進
取組推進

(令和７年度 )

取組推進

(令和１２年度)

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

不特定多数が利用す

る施設の防火対策強

化

検討中

(令和２年度 )

取組推進

(令和７年度 )

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

不特定多数が利用す

る施設の防火対策強

化

取組推進

(令和７年度 )

取組推進

(令和１２年度)

笠岡地区消防組合



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

12

28

上から

4番目

の表

1番下

の表

応を円滑に実施するため，島しょ部の水利状況について

管理を進める。

（消防・救急体制の整備）

消防力の充実・強化

（略）

適時，適切な施設の修繕及び更新を計画的に進める。また，

更新時には耐震性貯水槽の設置を検討する。

（消防・救急体制の整備）

消防力の充実・強化

（略）

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

防火水槽点検 78 基

(令和２年度 )

92 基

(令和３年度 )

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

消防施設設備整備事

業

［消防施設設備整備

計画，笠岡市地域防災

計画］

0 件

(令和２年度 )

6 件

(令和７年度 )

笠岡地区消防組合

消防学校等派遣事業

［消防学校等教育計

画］

65 人

(令和２年度 )

70 人

(令和７年度 )

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

防火水槽の維持管理 1 回 /年の点

検を実施

(令和 7 年度)

適宜修繕及

び更新

(令和 12 年度)

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

消防施設設備整備事

業

［消防施設設備整備

計画，笠岡市地域防災

計画］

１件

(令和７年度 )

７件

(令和１２年度)

笠岡地区消防組合

消防学校等派遣事業

［消防学校等教育計

画］

65 人

(令和７年度 )

70 人

(令和１２年度)

笠岡地区消防組合



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

13

29

上から

2番目

の表

消防団活動力の強化

（略）

消防団活動力の強化

（略）

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

消防団応援事業所

［消防団応援事業所

登録制度，笠岡市地域

防災計画］

16 店

(令和２年度 )

20 店

(令和７年度 )

笠岡地区消防組合

消防団安全装備品整

備

［消防団施設整備計

画，笠岡市地域防災計

画］

10 品目

(令和２年度 )

13 品目

(令和７年度 )

笠岡地区消防組合

機能別消防団員制度

［笠岡市地域防災計

画］

未実施

(令和２年度 )

制度設立

及び推進

(令和７年度 )

笠岡地区消防組合

消防車両等の整備

［消防団施設整備計

画，

笠岡市地域防災計画］

0/50 台

(令和２年度 )

17/50 台

(令和６年度 )

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

消防団応援事業所

［消防団応援事業所

登録制度，笠岡市地域

防災計画］

18 店

(令和７年度 )

22 店

(令和１２年度)

笠岡地区消防組合

消防団安全装備品整

備

［消防団施設整備計

画，笠岡市地域防災計

画］

11 品目

(令和７年度 )

13 品目

(令和１２年度)

笠岡地区消防組合

機能別消防団員制度

［笠岡市地域防災計

画］

未実施

(令和７年度 )

制度設立

及び推進

(令和１２年度)

笠岡地区消防組合

消防車両等の整備

［消防団施設整備計

画，

笠岡市地域防災計画］

0/49 台

(令和７年度 )

6/49 台

(令和１２年度)

笠岡地区消防組合



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

14

29

上から

4番目

の表

上から

5番目

の表

1番下

の表

消防広域応援体制の整備推進

（略）

災害時における消防力不足を補う体制強化

○救急救命施設「救マーク事業所」は，市内で 23 事業所

（令和２年３月 31 日現在）を認定しているが，さらな

る救命率向上のため，新たな事業所へ理解と協力を求

め，「救マーク事業所」として協力施設の増加を図る。

消防広域応援体制の整備推進

（略）

災害時における消防力不足を補う体制強化

○救急救命施設「救マーク事業所」は，市内で 50 事業所

（令和７年 12 月 31 日現在）を認定しているが，さらな

る救命率向上のため，新たな事業所へ理解と協力を求

め，「救マーク事業所」として協力施設の増加を図る。

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

近隣消防本部との合

同訓練・研修会

２回

(令和２年度 )
４回

(令和５年度 )
笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

救マーク事業所の認

定事業

23 事務所

(令和元年度 )
35 事務所

(令和５年度 )
笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

近隣消防本部との合

同訓練・研修会

５回

(令和７年度 )
10 回

(令和１２年度)
笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

救マーク事業所の認

定事業
50 事務所

(令和７年度 )

60 事務所

(令和１０年度)

笠岡地区消防組合



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

15

30

上から

2番目

の表

上から

4番目

の表

救急救命士及び指導救命士の養成等

（略）

陸路の閉塞時や島しょ部でのヘリコプターによる救急搬

送体制の確保

（略）

救急救命士及び指導救命士の養成等

（略）

陸路の閉塞時や島しょ部でのヘリコプターによる救急搬

送体制の確保

（略）

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

指導救命士養成 ２人

(令和元年度 )

３人

(令和３年度 )

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

岡山県消防防災航

空隊との連携訓練
１回

(令和２年度 )

２回

(令和３年度 )

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

指導救命士養成 ３人

(令和７年度 )

５人

(令和１０年度)

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

岡山県消防防災航

空隊との連携訓練
１回

(令和７年度 )

２回

(令和８年度 )

笠岡地区消防組合



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

16

30 1番下

の表

コンビナート防災体制の強化

（略）

コンビナート防災体制の強化

（略）

31

1番上

の表

上から

2番目

の表

危険物施設等の災害時連携体制の確立

○検査，査察等の機会を捉え，粘り強く個別に説明してい

くとともに，広報誌やホームページ等で広く周知を行う

など，危険物施設等の災害時における対応策の確立を促

す。

○災害時における危険物施設の想定される二次的災害を

リストアップするとともに，関係機関による連携体制の

構築を促す。

■重要業績指標（KPI）

危険物施設等の災害時連携体制の確立

○検査，査察等の機会を捉え，各施設の災害時における危

険箇所や非常用資機材の確認を行うとともに，平時におけ

る定期点検や訓練，従業員教育等について徹底・強化を図

るよう指導し，安全意識向上及び連携体制の構築を図る。

削除

削除

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

石油コンビナート

等防災体制の充実

強化

検討中

(令和２年度 )

取組推進

(令和７年度 )

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

石油コンビナート

等防災体制の充実

強化

取組推進

(令和７年度 )

取組推進

(令和１２年度)

笠岡地区消防組合



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

17

31

上から

4番目

の表

1番下

の表

（応急・復旧活動体制の整備）

水防体制の充実・強化

（略）

業務継続体制の確保

（略）

応急・復旧活動体制の整備）

水防体制の充実・強化

（略）

業務継続体制の確保

（略）

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

危険物施設等の災

害防止対策
検討中

(令和 2年度)

取組推進

(令和 7年度 )

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

笠岡市水防訓練 実施

(令和２年度 )

継続実施

(令和７年度 )

危機管理課

笠岡市水防計画の

更新
策定済

(令和２年度 )

適宜更新

(令和７年度 )

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

危険物施設等の災

害防止対策
取組推進

(令和7年度)

取組推進

(令和12年度)

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

笠岡市水防訓練 実施

(令和７年度 )

継続実施

(令和12年度)

危機管理課

笠岡市水防計画の

更新
策定済

(令和７年度 )

適宜更新

(令和12年度)

危機管理課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

18

1番上

の表

◎情報の迅速・的確な把握・伝達体制の整備

（略）

○現在，耐用年数の９年を迎え，今後部品調達に苦慮する

ことが予想されることから，近い将来発生が危惧される

大規模災害を前に，施工期間短縮，経費圧縮などの観点

からデジタル無線と併せて更新整備し，相互連携による

消防機能の向上を図る。

◎情報の迅速・的確な把握・伝達体制の整備

（略）

○消防指令施設は，令和６年度に部分更新を実施し運用し

ておりますが，今後も施工期間短縮，経費圧縮などの観

点からデジタル無線と併せて更新整備し，相互連携によ

る消防機能の向上を図る。

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

業務継続計画（BCP）

の実施
実施中

(令和２年度 )

一部項目達成

(令和７年度 )

危機管理課

業務継続計画（BCP）

の更新
策定済

(令和２年度 )

継続更新

(令和７年度 )

危機管理課

笠岡地区消防組合業

務継続計画の策定
策定中

(令和２年度 )

策定済

(令和３年度 )

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

業務継続計画（BCP）

の実施
実施中

(令和７年度 )

継続実施

(令和12年度)

危機管理課

業務継続計画（BCP）

の更新
策定済

(令和７年度 )

継続更新

(令和12年度)

危機管理課

笠岡地区消防組合業

務継続計画の策定
策定済

(令和７年度 )

継続更新

(令和１２年度)

笠岡地区消防組合



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

19

32

32

上から

2番目

の表

タイムラインの考え方を取り入れた防災業務

○タイムライン（防災行動計画）のひな型策定を実施する。

〇被害状況の迅速かつ正確な把握を行うことで，初動対

応の迅速化及び効率化が可能となるため，災害情報集

約システムを導入することを検討する。

危機管理課 デジタル推進課

〇陸上や海上からの被災状況の確認が難しい場合はドロ

ーンを活用し，被災状況の把握に努めるものとする。

タイムラインの考え方を取り入れた防災業務

○タイムライン（防災行動計画）のひな型策定を実施する。

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

非常用発電機整備 設置済

(令和２年度 )

移転検討

(令和１２年度)

危機管理課

高機能消防指令シ

ステム

［笠岡市地域防災

計画］

現一式

(令和２年度 )

新一式

(令和７年度 )

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

非常用発電機整備 設置済

(令和７年度 )

移転検討

(令和１８年度)

危機管理課

高機能消防指令シ

ステム

［笠岡市地域防災

計画］

現一式

(令和７年度 )

新一式

(令和１０年度)

笠岡地区消防組合



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

20

32

上から

4番目

の表

1番下

の表

相互応援体制の整備，受援計画の策定

（略）

相互応援体制の整備，受援計画の策定

（略）

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

タイムライン（防災行

動計画）のひな型策定
未策定

(令和２年度 )

策定済

(令和７年度 )

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

防災訓練実施（燃料

供給）
未実施

(令和２年度 )

実施済

(令和７年度 )

危機管理課

受援計画策定 未策定

(令和２年度 )

策定済

(令和７年度 )

危機管理課

笠岡地区消防組合緊

急消防援助隊受援計

画の策定

策定中

(令和２年度 )

策定済

(令和６年度 )

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

タイムライン（防災行

動計画）のひな型策定
未策定

(令和７年度 )

策定済

(令和12年度)

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

防災訓練実施（燃料

供給）
未実施

(令和２年度 )

実施済

(令和７年度 )

危機管理課

受援計画策定 未策定

(令和７年度 )

策定済

(令和１２年度)

危機管理課

笠岡地区消防組合緊

急消防援助隊受援計

画の策定

策定済

(令和７年度 )

随時更新

(令和１２年度)

笠岡地区消防組合



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

21

33

1番上

の表

上から

2番目

の表

ボランティア受入体制の構築等

○被災地域に潜在するボランティアニーズや（略）

○緊急時に備えて連絡がとれる（略）

協働のまちづくり課

ボランティア受入体制の構築等

○被災地域に潜在するボランティアニーズや（略）

○緊急時に備えて連絡がとれる（略）

まちづくり課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

災害ボランティア活

動団体との連携強化
実施

(令和２年度 )

継続実施

(令和７年度 )

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

災害ボランティア活

動団体との連携強化
実施

(令和７年度 )

継続実施

(令和12年度)

危機管理課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

22

33

33

上から

5番目

の表

1番下

の表

復興計画策定体制の整備

（略）

（避難対策等の推進）

津波避難看板・避難場所等の整備

（略）

復興計画策定体制の整備

（略）

（避難対策等の推進）

津波避難看板・避難場所等の整備

（略）

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

笠岡市地域防災計画

改定 (復興計画部分 )
【笠岡市地域防災計

画】

未改定

(令和２年度 )

改定済

(令和７年度 )

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

避難所看板整備数 ７箇所

(令和２年度 )

67 箇所

(令和７年度 )

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

笠岡市地域防災計画

改定 (復興計画部分 )
【笠岡市地域防災計

画】

改定済

(令和７年度 )

継続更新

(令和12年度)

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

避難所看板整備数 整備済

(令和７年度 )

継続維持

(令和12年度)

危機管理課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

23

34

1番上

の表

上から

2番目

の表

上から

3番目

の表

南海トラフ地震を想定した実践的な訓練の実施

（略）

○各学校及び教育委員会に対し，防災に対する意識向上の

重要性を説明し，参加の呼びかけを継続して実施する。

◎ハザードマップの作成・活用

○最新の情報を基にハザードマップを更新する。また，ハ

ザードマップ認知度向上のため，広報及び周知を図ると

ともに，ハザードマップの認知度や理解度を向上させる

ため，市民や自主防災組織，学校等で出前講座等を実施

南海トラフ地震を想定した実践的な訓練の実施

（略）

削除

◎ハザードマップの作成・活用

○最新の情報を基にハザードマップを更新する。また，ハ

ザードマップ認知度向上のため，本市公式 LINE や広報

等で周知を図るとともに，ハザードマップの認知度や理

解度を向上させるため，市民や自主防災組織，学校等で

災害時応援協定締

結(緊急避難場所)
締結済

(令和２年度 )

新規協定
の締結

(令和７年度 )

危機管理課 災害時応援協定締

結(緊急避難場所)
締結済

(令和７年度 )

新規協定
の締結

(令和12年度)

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

笠岡市防災訓練

［笠岡市地域防災計

画］

実施

(令和２年度 )

継続実施

(令和７年度 )

危機管理課

防災教室 8 校

(令和２年度 )

16 校

(令和４年度 )

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

笠岡市防災訓練

［笠岡市地域防災計

画］

実施

(令和７年度 )

継続実施

(令和12年度)

危機管理課

防災教室 8 校

(令和２年度 )

16 校

(令和４年度 )

笠岡地区消防組合



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

24

34 上から

4番目

の表

1番下

の表

する。

避難情報等の発令基準の見直し

（略）

出前講座等を実施する。

避難情報等の発令基準の見直し

（略）

1番上

の表

避難所運営マニュアルの整備等

○避難所運営マニュアルを市民に幅広く周知するため，市

ホームページに掲載するとともに，市民に活用していた

だくため，出前講座等で啓発していく。

避難所運営マニュアルの整備等

○避難所運営マニュアルを市民に幅広く周知するため，市

ホームページに掲載し，市民に活用していただく。

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

ハザードマップの更

新
更新中

(令和２年度 )
随時更新

(令和７年度 )
危機管理課

地域密着型訓練（出

前講座）の参加者数

［第７次笠岡市総合

計画］

4,788 人

(令和元年度 )

6,000 人

(令和３年度 )

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

避難勧告等の発令・伝

達マニュアルの更新

［笠岡市地域防災計

画］

策定済

(令和２年度 )

適宜更新

(令和７年度 )

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

ハザードマップの更

新
更新中

(令和７年度 )
随時更新

(令和12年度)
危機管理課

地域密着型訓練（出

前講座）の参加者数

［第７次笠岡市総合

計画］

10,763 人

(令和７年度 )

15,000 人

(令和12年度)

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

避難勧告等の発令・伝

達マニュアルの更新

［笠岡市地域防災計

画］

策定済

(令和７年度 )

適宜更新

(令和 12年度)

危機管理課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

25

35

35

上から

2番目

の表

上から

3番目

の表

上から

○避難所として各学校体育館の開設が想定（略）

今後は，冷房設備，トイレの洋式化，施設のバリヤフリ

ー化などについて検討を進める。

（略）

指定動物や被災動物への対応

○ペット同行避難が可能な避難所が増えることで災害発

生時には放浪・逸走動物が減少すると考えられるため，

今後は，ペット同行避難可能な避難所を設定し，避難所

開設時にはペット同行避難可能な避難所であることを

明確に市民へ伝えていく。

○避難所として各学校体育館の開設が想定（略）

今後は，空調設備，トイレの洋式化，施設のバリヤフリ

ー化などについて整備を進める。

（略）

指定動物や被災動物への対応

○ペット同行避難が可能な避難所が増えることで災害発

生時には放浪・逸走動物が減少すると考えられるため，

今後は，ペット同行避難可能な避難所の設定を検討す

る。

（略）

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

避難所運営マニュ

アルの更新

［笠岡市地域防災計

画］

策定済

(令和２年度 )

適宜更新

(令和７年度 )

危機管理課

地域密着型訓練（出

前講座）の参加者数

［第７次笠岡市総

合計画］

4,788 人

(令和元年度 )

6,000 人

(令和３年度 )

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

避難所運営マニュ

アルの更新

［笠岡市地域防災計

画］

策定済

(令和７年度 )

適宜更新

(令和12年度)

危機管理課

地域密着型訓練（出

前講座）の参加者数

［第７次笠岡市総

合計画］

4,788 人

(令和元年度 )

6,000 人

(令和３年度 )

笠岡地区消防組合

市立小中学校屋内

運動場空調整備率
0%

(令和７年度 )

95％

(令和17年度)

教育総務課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

26

4番目

の表

1番下

の表

（略）

（物資の調達・供給対策）

公的備蓄による物資の確保

（略）

（物資の調達・供給対策）

公的備蓄による物資の確保

（略）

災害時応援協定による物資調達

（略）

災害時応援協定による物資調達

（略）

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

ペット同行避難が可

能な避難所の設定
設定なし

(令和２年度 )

設定

(令和７年度 )

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

備蓄物資保有数

［緊急物資等の備蓄・

調達（南海トラフ地震

想定）

【岡山県作成】］

一部品目

達成

(令和２年度 )

一部品目

達成

(令和７年度 )

危機管理課

備蓄倉庫整備 一部整備

済

(令和２年度 )

一部整備

済

(令和７年度 )

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

ペット同行避難が可

能な避難所の設定
設定なし

(令和７年度 )

設定

(令和12年度)

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

備蓄物資保有数

［緊急物資等の備蓄・

調達（南海トラフ地震

想定）

【岡山県作成】］

一部品目

達成

(令和７年度 )

一部品目

達成

(令和12年度)

危機管理課

備蓄倉庫整備 一部整備

済

(令和７年度 )

一部整備

済

(令和12年度)

危機管理課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

27

36

36

上から

2番目

の表

上から

4番目

の表

1番下

石油燃料供給の確保

（略）

（帰宅困難者対策，治安の維持）

帰宅困難者への支援

（略）

石油燃料供給の確保

（略）

（帰宅困難者対策，治安の維持）

帰宅困難者への支援

（略）

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

災害時応援協定締

結（物資調達・供給）

締結済

(令和２年度 )

新規協定

の締結

(令和７年度 )

危機管理課

防災訓練実施（物資

調達・供給）

実施

(令和２年度 )

継続実施

(令和７年度 )
危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

防災訓練実施（燃料

供給
未実施

(令和２年度 )

実施済

(令和７年度 )

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

災害時応援協定締

結（物資調達・供給）

締結済

(令和７年度 )

新規協定

の締結

(令和12年度)

危機管理課

防災訓練実施（物資

調達・供給）

実施

(令和７年度 )

継続実施

(令和12年度)
危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

災害時応援協定（燃

料供給
実施

(令和７年度 )

継続実施

(令和12年度)

危機管理課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

28

の表

37

上から

2番目

の表

上から

3番目

の表

警察と連携した避難所の治安の確保

（略）

地域における防犯連携体制の構築

○市道を安全安心に通行できるよう，地下道だけではな

く，必要な箇所へのカメラや街路灯の設置を推進する。

○新型コロナウイルス感染症の影響で活動が制限される

中ではあるが，笠岡警察署と連携し，各種登録団体を増

警察と連携した避難所の治安の確保

（略）

地域における防犯連携体制の構築

○市道を安全安心に通行できるよう，通学路や地下道だ

けではなく，必要な箇所へのカメラや街路灯の設置を

推進する。

○日頃から笠岡警察署や防犯活動団体と連携し，市民の防

犯意識啓発に努める。併せて公用車の青色防犯パトロー

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

災害時応援協定締

結 (帰宅困難者対

応)

未締結

(令和２年度 )

締結済

(令和７年度 )

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

災害時応援協定締

結 (帰宅困難者対

応)

未締結

(令和７年度 )

締結済

(令和12年度)

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

防災訓練実施(避難

所の治安確保)
未実施

(令和２年度 )

実施済

(令和７年度 )

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

防災訓練実施(避難

所の治安確保)
実施

(令和７年度 )

継続実施

(令和12年度)

危機管理課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

29

37

1番下

の表

やせるよう会議，行事等での声掛け活動を推進する。ま

た，大規模な災害が起きたときには，防犯活動団体がパ

トロール活動を行うことで犯罪を未然に防ぐことがで

きるため，日頃から災害時に対するパトロールの必要性

の普及・啓発に努める。

協働のまちづくり課

ルを実施し，地域の防犯活動を支援する。

まちづくり課

（削除）

（２）住宅・都市／情報通信

（災害に強いまちづくり）

◎住宅・民間建築物の耐震化

（略）

（２）住宅・都市／情報通信

（災害に強いまちづくり）

◎住宅・民間建築物の耐震化

（略）

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

防災活動登録団体

数
46 団体

(令和２年度 )

50 団体

(令和 6年度 )

協働のまちづ

くり課

■ 重 要 業 績 指 標

(KPI)

■ 重 要 業 績 指 標

(KPI)



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

30

38

上から

2番目

の表

上から

4番目

の表

下から

2番目

の表

屋外看板等の落下防止やブロック塀の安全対策等の推進

〇ブロック塀について，危険性等について今後も周知を行

っていくとともに（略）

〇危険なブロック塀等の撤去や改修について補助制度創

設の検討を行う。

延焼遮断のための緑地等の確保，公園施設の維持管理

（略）

屋外看板等の落下防止やブロック塀の安全対策等の推進

〇ブロック塀について，危険性等を今後も周知を行ってい

くとともに（略）

（削除）

延焼遮断のための緑地等の確保，公園施設の維持管理

（略）

（削除）

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

住宅耐震化率

［笠岡市耐震改

修促進計画］

79.1%

(令和元年度 )

95.0%

(令和７年度 )

都市計画課

多数の者が利用す

る建築物の耐震化

率

［笠岡市耐震改修

促進計画］

活動拠点等施

設 50.0%

その他

88.5%

(令和２年度 )

活動拠点等

施設 100.0%

その他

95.0%

(令和７年度 )

都市計画課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

老朽化した公園施

設の更新

遊戯施設

の更新公

園数 １

(令和３年度 )

遊戯施設

の更新公

園数 ４

(令和７年度 )

都市計画課

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

住宅耐震化率

［笠岡市耐震改

修促進計画］

82.0%

(令和６年度)

95.0%

(令和12年度)

都市計画課

多数の者が利用す

る建築物の耐震化

率

［笠岡市耐震改修

促進計画］

活動拠点等施

設 50.0%

その他

90.7%

(令和６年度)

活動拠点等

施設 100.0%

その他

95.0%

(令和12年度)

都市計画課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

31

38

1番下

の表

空き家対策の推進

○市の補助事業には一部県費補助を歳入としており，県費

補助限度額の拡充を要望する中で，補助制度の充実に努め

る。

空き家対策の推進

○市の補助事業には一部国費及び県費補助を歳入として

おり，各補助限度額の拡充を要望する中で，補助制度の充

実に努める。

39

39

上から

3番目

の表

上から

4番目

の表

情報通信基盤の整備

（略）

○通信手段の一つとして，防災行政無線の携帯型無線機を

導入する等の代替手段を検討する。

総務課

情報通信基盤の整備

（略）

○通信手段の一つとして，現在使用している情報通信回線

が遮断された場合のサブ回線として，衛生ブロードバン

ドインターネットやポケット Wi-Fi などを確保するこ

とや防災行政無線の携帯型無線機を導入する等の代替

手段を検討する。

総務課 デジタル推進課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

非常用発電機整備 設置済

(令和２年度 )
移転検討

(令和12年度)
危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

非常用発電機整備 設置済

(令和７年度 )
移転検討

(令和18年度)
危機管理課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

32

39

上から

5番目

の表

1番下

の表

情報システムの耐災害性の確保

○各部署に配置されているパソコン等の転落・転倒対策等

を検討し，非常時優先業務の実施に必要なデータ・記録

等の保護及び定期的なバックアップを引き続き行うと

ともに，バックアップデータを用いた復旧作業の訓練実

施を検討する。

総務課

被災地における通信手段の確保

（略）

情報システムの耐災害性の確保

○各部署に配置されているパソコン等の転落・転倒対策等

を検討し，非常時優先業務の実施に必要なシステムやデ

ータ・記録等の保護及び定期的なバックアップを引き続

き行うとともに，バックアップデータを用いた復旧作業

の訓練実施を検討する。

デジタル推進課

被災地における通信手段の確保

（略）

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

携帯無線機整備 未整備

(令和２年度 )
整備済

(令和７年度 )
危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

携帯無線機整備 整備済

(令和７年度 )
継続維持

(令和12年度)
危機管理課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

33

40

40

1番上

の表

上から

2番目

の表

上から

3番目

の表

◎多様な災害情報入手環境の構築

○市民が緊急性の高い災害情報を入手し，迅速な避難を行

えるよう，多様な情報入手環境の整備を検討するととも

に，その広報及び周知を図る。

○（略）

◎情報の迅速･的確な把握･伝達体制の整備［再掲］

○（略）

○現在，耐用年数の９年を迎え，今後部品調達に苦慮する

ことが予想されることから，近い将来発生が危惧される

◎多様な災害情報入手環境の構築

○市民が緊急性の高い災害情報を入手し，迅速な避難を行

えるよう，デジタル防災行政無線，緊急告知ＦＭラジオ

の配布，一斉情報配信システム（メール，ＬＩＮＥ，Ｓ

ＮＳ，ホームページ等）多様な情報入手環境の整備を検

討するとともに，その広報及び周知を図る。

○緊急告知ＦＭラジオの電波が届きにくい地域の解消を

検討する。

○（略）

◎情報の迅速･的確な把握･伝達体制の整備［再掲］

○（略）

○消防指令施設は，令和６年度に部分更新を実施し運用し

ておりますが，今後も施工期間短縮，経費圧縮などの観

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

一斉送信システム

の訓練実施，操作研

修，マニュアルの作

成

未実施･作

成中

(令和２年度 )

実施･作成

済

(令和７年度 )

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

一斉送信システム

の訓練実施，操作研

修，マニュアルの作

成

実施中

(令和７年度 )
継続実施

(令和12年度)
危機管理課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

34

40

上から

4番目

の表

大規模災害を前に，施工期間短縮，経費圧縮などの観点

からデジタル無線と併せて更新整備し，相互連携による

消防機能の向上を図る。

消防本部通信指令課

点からデジタル無線と併せて更新整備し，相互連携によ

る消防機能の向上を図る。

消防本部通信指令課

〇被害状況の迅速かつ正確な把握を行うことで，初動対

応の迅速化及び効率化が可能となるため，災害情報集

約システムを導入することを検討する。

危機管理課 デジタル推進課

〇陸上や海上からの被災状況の確認が難しい場合はドロ

ーンを活用し，被災状況の把握に努めるものとする。

建設管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

非常用発電機整備 設置済

(令和２年度 )

移転検討

(令和１２年度)

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

非常用発電機整備 設置済

(令和７年度 )

移転検討

(令和１８年度)

危機管理課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

35

上から

5番目

の表
通信インフラの早期復旧体制の整備

○非常時優先業務の実施に必要なデータ等のバックアッ

プ方法について再確認を行うとともに，災害発生時に利

用が想定されるシステム等への電源確保について確

認・検討を行う。

総務課

○インターネット網への接続については，通信事業者や契

約業者に依存する部分が大きいが，復旧について事業者

等へ迅速に依頼できるよう準備を行う。また，複数の接

続手段を事前に確保できないか等の検討を行う。

総務課

○「笠岡市業務継続計画（BCP）」の対策事項を計画的に実

施する。

危機管理課

通信インフラの早期復旧体制の整備

○非常時優先業務の実施に必要なシステム及びデータ等

のバックアップ方法について再確認を行うとともに，災

害発生時に利用が想定されるシステム等への電源確保

について確認・検討を行う。

デジタル推進課

○インターネット網への接続については，通信事業者や契

約業者に依存する部分が大きいが，復旧について事業者

等へ迅速に依頼できるよう準備を行う。また，衛生ブロ

ードバンドインターネットやポケット Wi-Fi など，複数

の接続手段を事前に確保できないか等の検討を行う。

デジタル推進課

○「笠岡市業務継続計画（BCP）」の対策事項を計画的に実

施する。

危機管理課

高機能消防指令シ

ステム

［笠岡市地域防災

計画］

現一式

(令和２年度 )

新一式

(令和７年度 )

笠岡地区消防組合 高機能消防指令シ

ステム

［笠岡市地域防災

計画］

現一式

(令和７年度 )

新一式

(令和１０年度)

笠岡地区消防組合



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

36

40

1番下

の表

〇笠岡市業務継続計画に付随する計画として、仮称「笠岡

市情報システム運用継続計画」を策定し、その計画に沿

った整備等を推進する。

デジタル推進課

41 1番上

の表

◎水道施設の耐震化の促進

○中長期更新計画の策定により，重要管路（基幹管路，重

要給水施設管路）及び施設等（配水池，加圧室）の更新

を計画的に進めていくことで，限られた予算と期間の中

で施設の耐震化及び長寿命化を進めるとともに，全ての

施設において状態監視保全を実施することで施設全体

◎水道施設の耐震化の促進

○中長期更新計画に基づき，管路（基幹管路，重要給水施

設管路，配水支管）及び施設（配水池，加圧室）等の更新

を計画的に進めていくことで，限られた予算と期間の中で

施設の耐震化及び長寿命化を進めるとともに，その他の施

設においては，状態監視保全を実施することで施設全体の

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

業務継続計画(BCP)

の実施
実施中

(令和２年度 )
一部項目

達成

(令和７年度 )

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

業務継続計画(BCP)

の実施
実施中

(令和７年度 )
継続実施

(令和12年度)
危機管理課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

37

41

41

上から

2番目

の表

上から

3番目

の表

1番下

の機能確保を図る。

水道課

応急給水体制の整備

水道課

機能確保を図る。

上下水道工務課

応急給水体制の整備

上下水道総務課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

配水施設（管路）耐

震適合率

［第 7 次笠岡総合

計画］

11.7%

(令和元年度 )

16.4%

(令和５年度 )

水道課

基幹管路耐震適合率

［水道管路緊急改善

事業（生活基盤施設耐

震化等事業計画）］

17.3%

(令和元年度 )

26.6%

(令和５年度 )

水道課

配水施設（基幹配水

池）耐震化率

［第 7 次笠岡総合

計画］

100.0%

(令和元年度 )

100.0%

(―)

水道課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

配水施設（管路）耐

震適合率

［第 7 次笠岡総合

計画］

11.7%

(令和元年度 )

16.4%

(令和５年度 )

水道課

基幹管路耐震適合率

［第８次笠岡市総合

計画］

29.7%

(令和６年度 )

36.5%

(令和11年度)

上下水道工務課

配水施設（基幹配水

池）耐震化率

［第８次笠岡総合

計画］

100.0%

(令和６年度 )

100.0%

(―)

上下水道工務課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

38

の表

42

42

1番上

の表

上から

2番目

の表

相互応援体制等の整備

水道課

（略）

相互応援体制等の整備

上下水道総務課

（略）

災害時応援協定締

結団体数（累計）

［第 7 次笠岡総合

計画］

11 団体

(令和２年度 )

11 団体

(令和３年度 )

水道課

給 水 タ ン ク

（1,000L）備蓄数

［笠岡市地域防災

計画］

13 基

(令和２年度 )

15 基

(令和４年度 )

水道課

給水ポリ袋（6L）備

蓄数

［笠岡市地域防災

計画］

1,100 袋

(令和２年度 )

2,000 袋

(令和４年度 )

水道課

災害時応援協定締

結団体数（累計）

［笠岡市地域防災

計画］

12 団体

(令和６年度 )

12 団体

(令和11年度)

上下水道総務課

給 水 タ ン ク

（1,000L）備蓄数

［笠岡市地域防災

計画］

13 基

(令和６年度 )

15 基

(令和11年度)

上下水道総務課

給水ポリ袋（6L）備

蓄数

［笠岡市地域防災

計画］

2,000 袋

(令和６年度 )

2,000 袋

(令和11年度)

上下水道総務課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

災害時応援協定締

結団体数（累計）

［第 7 次笠岡総合

計画］

11 団体

(令和２年度 )

11 団体

(令和３年度 )

水道課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

災害時応援協定締

結団体数（累計）

［笠岡市地域防災

計画］

12 団体

(令和６年度 )

12 団体

(令和11年度)

上下水道総務課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

39

42

上から

3番目

の表

上から

下水道施設の耐震化等の推進

○下水道管路施設については，平成 29 年５月に令和３年

度に整備完了を目標とした「笠岡市下水道総合地震対策

計画」を策定しており，令和２年度に計画の見直しを行

い，総合地震対策を推進する。

○下水処理施設については，令和２年度から実施する「下

水道ストックマネジメント支援事業」の中で施設の老朽

化対策に併せて耐震化を推進する。

下水道施設の耐震化等の推進

○下水道管路施設については，令和４年３月に「笠岡市下

水道総合地震対策計画」の見直しを図っており，引き続

き総合地震対策を推進する。

○下水処理施設及び管路施設については，令和６年度に計

画の見直しを行った「下水道ストックマネジメント計

画」において，施設の老朽化対策に併せて耐震化を推進

することで，施設の機能維持保全を確保していく。

防災訓練

［笠岡市地域防災

計画］

1 回／年

(令和２年度 )

1 回／年

(令和７年度 )

水道課

給水ポリ袋（6L）備

蓄数

［笠岡市地域防災

計画］

1,100 袋

(令和２年度 )

2,000 袋

(令和４年度 )

水道課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

防災訓練

［笠岡市地域防災

計画］

1 回／年

(令和６年度 )

1 回／年

(令和11年度)

上下水道総務課

給水ポリ袋（6L）備

蓄数

［笠岡市地域防災

計画］

2,000 袋

(令和６年度 )

2,000 袋

(令和11年度)

上下水道総務課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

40

42

4番目

の表

上から

5番目

の表

1番下

の表

下水道業務継続体制の整備

下水道課

下水道業務継続体制の整備

上下水道工務課

1番上

の表

下水道による内水排除の促進

○気候変動を踏まえた下水道による都市浸水対策につい

て検討を行う。

下水道による内水排除の促進

○気候変動を踏まえた下水道による都市浸水対策につい

て検討を行う。また，下水道施設（処理場，雨水ポンプ

場）の耐水化計画を策定する。

下水道管渠の耐震

化率（重要幹線）
６%

(令和２年度 )

25%

(令和５年度 )

下水道課

雨水ポンプ場の耐

震診断施設数
1 施設

(令和２年度 )

2 施設

(令和６年度 )

下水道課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

下水道 BCP に基づ

く訓練

実施

(令和２年度 )

継続実施

(令和５年度 )

下水道課

下水道管渠の耐震

化率（重要幹線）
87%

(令和６年度 )

89%

(令和11年度)

上下水道工務課

雨水ポンプ場の耐

震診断施設数
２施設

(令和６年度 )

３施設

(令和11年度)

上下水道工務課

緊急度Ⅰと判定さ

れた管路施設 (人
孔)の改築更新率

０%

(令和６年度 )

100%

(令和11年度)

上下水道工務課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

下水道 BCP に基づ

く訓練

実施

(令和６年度 )

継続実施

(令和 11年度)

上下水道工務課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

41

43

上から

5番目

の表

下水道課 上下水道工務課

44

上から

2番目

の表

上から

3番目

の表

○２市１町（笠岡市，浅口市，里庄町）で構成する広域事

業組合として，関係機関と連携の上，将来的な事業のあ

り方等を協議・検討する中で，施設の耐震化や老朽化対

策，防災対策の確保等に努めていく。

市立保育施設の耐震化等

○長寿命化計画を参考に，「笠岡市就学前教育・保育施設

再編整備計画」において，令和６年度以降も認定こど

も園化される保育所を優先的に施設の耐震化（耐震診

断→耐震改修）と長寿命化を図る。

・対象保育所：吉田保育所，北川保育所，外浦保育所

削除

市立教育・保育施設の耐震化等

○長寿命化計画を参考に，「笠岡市就学前教育・保育施設

再編整備計画」において，こども園の長寿命化を図る。

・対象保育所：あやめの杜認定こども園，みのり認定こ

ども園，おひさま認定こども園，にじい

ろ認定こども園

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

雨水渠整備延長

（茂平排水区）

300m

(令和元年度 )

400m

(令和４年度 )

下水道課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

耐水化計画済施設

数

０施設

(令和６年度 )

４施設

(令和 11年度)

上下水道工務課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

42

45

45

上から

2番目

の表

上から

3番目

の表

1番下

の表

心のケアなどの支援体制の整備・強化

地域福祉課

◎避難行動要支援者対策の推進

○地区ごとに説明会を開催し，「笠岡市災害時避難行動要

支援者個別支援計画」の策定地区を拡げていくととも

に，（略）

地域福祉課

心のケアなどの支援体制の整備・強化

福祉総務課

◎避難行動要支援者対策の推進

○地区ごとに説明会を開催し，「笠岡市災害時避難行動要

支援者個別避難計画」の策定地区を拡げていくととも

に，（略）

福祉総務課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

笠岡市災害時避難行

動要支援者個別支援

計画策定地区数

策定中

(令和２年度 )

継続実施

(令和７年度 )

地域福祉課

長寿支援課

危機管理課

避難訓練実施事業 未実施

(令和２年度 )
実施済

(令和７年度 )
危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

笠岡市災害時避難行

動要支援者個別支援

計画策定地区数

策定中

(令和 7年度)

継続実施

(令和 12年度)

福祉総務課

長寿支援課

危機管理課

避難訓練実施事業 実施

(令和 7年度)
継続実施

(令和12年度)
危機管理課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

43

46

1番上

の表

要配慮者の状況に配慮した情報伝達

（略）

○聴覚障がい者へ笠岡市の緊急情報メール配信サービス

の登録の推進を図るなどタブレット・スマホ等を活用し

た災害時の情報伝達及び安否確認の方法を検討する。

地域福祉課 危機管理課

要配慮者の状況に配慮した情報伝達

（略）

○聴覚障がい者へ笠岡市の公式 LINE や緊急情報メール配

信サービスの登録の推進を図るなどタブレット・スマホ

等を活用した災害時の情報伝達及び安否確認の方法を

検討する。

福祉総務課 危機管理課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

44

46

上から

2番目

の表

上から

3番目

の表

1番下

の表

福祉避難所指定の促進，施設整備や備品備蓄の推進

○新型コロナウイルス感染症予防の観点から福祉避難所

の指定箇所におけるマニュアルを作成する。

（略）

地域福祉課

福祉避難所指定の促進，施設整備や備品備蓄の推進

○感染症予防の観点から福祉避難所の指定箇所における

マニュアルを作成する。

（略）

福祉総務課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

地域密着型訓練（出

前講座）の参加者数

［第７次笠岡市総合

計画］

4,788 人

(令和元年度 )
6,000 人

(令和３年度 )
危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

防災訓練実施（福祉

避難所）
未実施

(令和２年度 )

実施済

(令和７年度 )

危機管理課

福祉避難所への備

蓄
一部備蓄

(令和２年度 )

備蓄推進

(令和７年度 )

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

地域密着型訓練（出

前講座）の参加者数

［第７次笠岡市総合

計画］

10,763 人

(令和７年度 )
15,000 人

(令和12年度)
危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

防災訓練実施（福祉

避難所）
実施

(令和２年度 )

継続実施

(令和７年度 )

危機管理課

福祉避難所への備

蓄
一部備蓄

(令和７年度 )

備蓄推進

(令和12年度)

危機管理課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

45

47

上から

2番目

の表

１番下

の表

（感染症対策の推進）

避難所施設における感染症のまん延防止対策の促進

（略）

予防接種の促進

○高齢者肺炎球菌ワクチン定期接種とインフルエンザ定

期接種については引き続き，予防接種法に基づき定期接

種の周知を行う。

○現在新型コロナウイルス感染症の流行により，予防接種

（感染症対策の推進）

避難所施設における感染症のまん延防止対策の促進

（略）

予防接種の促進

○インフルエンザ定期接種については引き続き，予防接種

法に基づき定期接種の周知を行う。

○赤ちゃん訪問や乳児健診において予防接種の重要性を

新型コロナウイルス

感染症対策を踏まえ

たマニュアルの整備

された福祉避難所

0 箇所

(令和元年度 )

9 箇所

(令和５年度 )

地域福祉課

長寿支援課

危機管理課

感染症対策を踏まえ

たマニュアルの整備

された福祉避難所

0 箇所

(令和７年度 )

9 箇所

(令和12年度)

福祉総務課

長寿支援課

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

感染症対策用衛生

用品の備蓄

（マスク，手袋，ガ

ウン，消毒液）

一部備蓄

(令和２年度 )
備蓄拡充

(令和７年度 )
危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

感染症対策用衛生

用品の備蓄

（マスク，手袋，ガ

ウン，消毒液）

一部備蓄

(令和７年度 )
備蓄維持

(令和12年度)
危機管理課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

46

控えが危惧されているが，赤ちゃん訪問や乳児健診にお

いて予防接種の重要性を十分伝えながら接種勧奨を継

続する。また，市が現在運用している，母子健康手帳ア

プリ「kasaoka すくすくログ」には予防接種管理機能が

あり，接種忘れを予防することができることから，登録

について勧奨を進める。

十分伝えながら接種勧奨を継続する。また，市が現在運

用している，母子健康手帳アプリ「kasaoka すくすくロ

グ」には予防接種管理機能があり，接種忘れを予防する

ことができることから，登録について勧奨を進める。

48

上から

4番目

の表

（外国人への対応強化）

外国人旅行者にも対応した観光施設等における災害情報

の伝達

○市内の観光施設等の現状を把握し，道の駅に設置してい

るピストグラム表示や笠岡駅・笠岡諸島交流センターに

設置しているデジタルサイネージを参考に，他の拠点施

設への設置について検討していく。

（外国人への対応強化）

外国人旅行者にも対応した観光施設等における災害情報

の伝達

○市内の観光施設等の現状を把握し，道の駅に設置してい

るピストグラム表示や笠岡駅デジタルサイネージを参

考に，他の拠点施設への設置について検討していく。

49

無電柱化及び道路法面等の防災対策

（略）

無電柱化及び道路法面等の防災対策

（略）

■重要業績指標(KPI) ■重要業績指標(KPI)



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

47

49

上から

2番目

の表

1番下

の表

道路管理者が連携した地域交通ネットワークの機能確保

（略）

道路管理者が連携した地域交通ネットワークの機能確保

（略）

50

1番上

の表

上から

○令和２年度末現在，（一社）岡山県建設業協会井笠支部

と協定を締結して，障害物の除去や応急復旧等に必要な

人員，資機材等の確保に努めており，

○令和６年度末現在，（一社）岡山県建設業協会笠岡支部

と協定を締結して，障害物の除去や応急復旧等に必要な

人員，資機材等の確保に努めており，

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

無電柱化推進事業 ０m

(令和２年度 )

280m

(令和６年度 )

建設事業課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

狭あい道路整備 整備中

(令和２年度 )

整備推進

(令和７年度 )

建設事業課

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

無電柱化推進事業 185m

(令和７年度 )

280m

(令和９年度 )

建設事業課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

狭あい道路整備 整備中

(令和７年度 )

整備推進

(令和10年度)

建設事業課

■重要業績指標(KPI) ■重要業績指標(KPI)



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

48

50

2番目

の表

上から

4番目

の表

公共交通機関の耐災害性向上と事業者間の連携促進 公共交通機関の耐災害性向上と事業者間の連携促進

51

1番上

の表

放置艇対策の推進

○市管理の漁港・港湾をプレジャーボート全国実態調査等

にて放置艇の数等を調査し，現状を把握して放置艇の解

消に向けて取り組むとともに，プレジャーボートの適正

保管について普及啓発を推進する。

（緊急輸送体制の整備）

関係機関，民間団体等と連携した緊急輸送体制の整備

放置艇対策の推進

○令和７年度より，岡山県内の水域において，関係法令に

基づき放置等を禁止する区域を指定し，放置すると罰則

等が適用となり，放置艇の解消に向けて取り組みを推進

する。また，プレジャーボートの適正な管理を持続でき

るような取り組みを推進する。

（緊急輸送体制の整備）

関係機関，民間団体等と連携した緊急輸送体制の整備

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

防災訓練実施

（道路啓開・復旧体制）
未実施

(令和２年度 )

実施済

(令和７年度 )

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

路線バスの利用者数
456,772人
(令和元年度 )

460,000 人
(令和６年度 )

企画政策課

旅客船の利用者数
164,574人
(令和元年度 )

170,000人
(令和６年度 )

企画政策課

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

防災訓練実施

（道路啓開・復旧体制）
未実施

(令和７年度 )

実施済

(令和12年度)

建設管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

路線バスの利用者数
331,693 人
(令和６年度 )

340,000 人
(令和 11年度)

企画政策課

旅客船の利用者数
125,466人

(令和６年度 )
130,000人
(令和11年度)

企画政策課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

49

51

上から

3番目

の表

上から

4番目

の表

（略）

ヘリコプターによる支援体制の整備

○陸上輸送や海上輸送が機能しない場合には，ヘリコプ

ター離発着場適地及び緊急離着陸場（ヘリポート）等

を活用しながら，（略）

○夜間照明設備を備えた場外離発着場（ヘリポート）の

整備について，今後，関係者と整備の必要性等を含め，

協議を進める。

（略）

ヘリコプターによる支援体制の整備

○陸上輸送や海上輸送が機能しない場合には，ヘリコプ

ター離着陸場適地及び緊急離着陸場（ヘリポート）等

を活用しながら，（略）

○夜間照明設備を備えた場外離着陸場（ヘリポート）の整

備について，今後，関係者と整備の必要性等を含め，協

議を進める。

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

災害時応援協定締

結（緊急輸送体制）
締結済

(令和２年度 )

新規協定

の締結

(令和７年度 )

危機管理課

防災訓練実施（緊急

輸送体制）
未実施

(令和２年度 )
実施済

(令和７年度 )
危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

災害時応援協定締

結（緊急輸送体制）
締結済

(令和７年度 )

新規協定

の締結

(令和12年度)

危機管理課

防災訓練実施（緊急

輸送体制）
未実施

(令和７年度 )
継続実施

(令和12年度)
危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

50

51

1番下

の表

52

1番上

の表

上から

2番目

の表

農業生産基盤の整備推進

（略）

○地域の中心となる農業経営者を育成するため，認定農業

者制度に基づく経営計画の支援及び集落で今後の農業

のあり方を検討する「人・農地プラン」の実質化を図り，

農地の担い手への集約と活用すべき農地の見極めなど

を行う。

農業生産基盤の整備推進

（略）

○地域の農業を将来へ継続させていくために、これから農

地の利用方法や農業の将来像をまとめた「地域計画」の

策定を進め，農地の担い手への集約と活用すべき農地の

見極めなどを行う。

防災訓練実施（ヘリコ

プター等による支援）
実施

(令和２年度 )
継続実施

(令和７年度 )
危機管理課

場外離着陸場（ヘリポ

ート）整備

［笠岡市地域防災計

画］

整備中

(令和２年度 )
整備推進

(令和７年度 )
危機管理課

防災訓練実施（ヘリコ

プター等による支援）
実施

(令和７年度 )
継続実施

(令和12年度)
危機管理課

場外離着陸場（ヘリポ

ート）整備

［笠岡市地域防災計

画］

整備中

(令和７年度 )
整備推進

(令和12年度)
危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

市内耕作放棄地面積

［第７次笠岡市総合計

画］

1,684ha
(令和元年度 )

1,748ha

(令和３年度 )
農政水産課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

市内耕作放棄地面積

［第７次笠岡市総合計

画］

1,684ha
(令和元年度 )

1,748ha

(令和３年度 )
農政水産課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

51

52 上から

2番目

の表

下から

1 番目

の表

防災重点ため池のハザードマップ整備

○農業用ため池の管理及び保全に関する法律に基づく防

災重点ため池（約 300 箇所）全てについてハザードマッ

プを作成し，浸水想定区域の周辺住民へ周知を推進す

る。なお，ハザードマップの作成に当たり，300 箇所全

てのハザードマップを短期間にて作成するのは困難で

あることから，優先順位をつけて作成を推進する。

防災重点ため池のハザードマップ整備

○農業用ため池の管理及び保全に関する法律に基づく防

災重点ため池（約 200 箇所）全てについてハザードマッ

プを作成し，浸水想定区域の周辺住民へ周知を推進す

る。なお，ハザードマップの作成に当たり，200 箇所全

てのハザードマップを短期間にて作成するのは困難で

あることから，優先順位をつけて作成を推進する。

◎漁港施設等の整備・適正な維持管理

（略）

◎漁港施設等の整備・適正な維持管理

（略）

多面的機能支払交付

金事業を活用する認

定農用地面積

［第７次笠岡市総合計

画］

769ha

(令和元年度 )
756.7ha

(令和３年度 )
農政水産課

中山間地域等直接支

払制度協定締結面積

［第７次笠岡市総合計

画］

19ha

(令和元年度 )
20ha

(令和３年度 )
農政水産課

多面的機能支払交付

金事業を活用する認

定農用地面積

［第７次笠岡市総合計

画］

945.9ha

(令和７年度 )
945.9ha

(令和12年度)
農政水産課

中山間地域等直接支

払制度協定締結面積

［第７次笠岡市総合計

画］

13ha

(令和７年度 )
13ha

(令和12年度)
農政水産課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

52

53

上から

2番目

の表

1番下

の表

有害鳥獣被害対策の充実

（略）

削除

有害鳥獣被害対策の充実

（略）

■ 重 要 業 績 指 標

(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

漁港施設長寿命化

整備数

［漁港施設機能保

全計画］

9 箇所

(令和２年度 )

24 箇所

(令和７年度 )

建設事業課

高島漁港への避難

船 受 入 数 の 増 加

［地域再生計画］

0 隻

(令和２年度 )
16 隻

(令和４年度 )
建設事業課

■ 重 要 業 績 指 標

(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

防護柵補助件数

［第７次笠岡市総

合計画］

253 件／年

(令和元年度 )

30 件／年

(令和３年度 )

農政水産課

駆除班員数

［第７次笠岡市総

合計画］

19 人

(令和元年度 )
26 人

(令和３年度 )
農政水産課

被害の軽減（被害

面積）

［笠岡市鳥獣被害

防止計画］

3.2ha

(令和元年度 )

14ha

(令和３年度 )
農林水産課

■ 重 要 業 績 指 標

(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

漁港施設長寿命化

整備

［漁港施設機能保

全計画］

整備中

(令和７年度 )

整備推進

(令和12年度)

建設事業課

■ 重 要 業 績 指 標

(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

防護柵補助件数 209 件／年

(令和６年度 )

100 件／年

(令和11年度)

農政水産課

駆除班員数 ７ 人

(令和元年度 )
20 人

(令和３年度 )
農政水産課

被害の軽減（被害

面積）

0.74ha

(令和６年度 )

0.447ha

(令和10年度)
農政水産課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

53

54

54

1番上

の表

上から

2番目

の表

1番下

の表

森林の多面的機能の保全

（略）

○森林経営管理制度については令和元年度から着手して

おり，長年的に災害に強い針広混交林へ樹種転換を推進

する。

農業の担い手育成・確保

森林の多面的機能の保全

（略）

削除

削除

農業の担い手育成・確保

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

森林経営管理業務意

向調査面積
0ha

(令和２年度 )

68ha

(令和６年度 )

農政水産課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

新規認定農業者数

［第７次笠岡市総合

計画］

88 人
(令和元年度 )

100 人
(令和３年度 )

農政水産課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

新規認定農業者数

［第７次笠岡市総合

計画］

80 人
(令和６年度)

90 人
(令和11年度)

農政水産課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

54

55

上から

2番目

の表

上から

3番目

の表

◎海岸保全施設の整備推進・適正な維持管理

○海岸老朽化対策計画を策定し，海岸施設の機能確保に努

める。

◎海岸保全施設の整備推進・適正な維持管理

○海岸長寿命化計画に基づき，海岸保全施設の機能確保に

努める

■ 重 要 業 績 指 標

(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

港湾海岸保全施設

整備

［笠岡市地域防災

計画］

651m

(令和２年度 )

1,182m

(令和５年度 )

建設事業課

漁港海岸保全施設

整備

［笠岡市地域防災

計画］

3,084m

(令和２年度 )

3,767m

(令和５年度 )
建設事業課

港湾海岸施設老朽

化対策計画の策定

［港湾海岸施設老

朽化対策計画］

0 港湾

(令和２年度 )

４港湾

(令和５年度 )
建設事業課

漁港海岸施設老朽

化対策計画の策定

［漁港海岸施設老

朽化対策計画］

４港湾

(令和２年度 )

６港湾

(令和５年度 )
建設事業課

■ 重 要 業 績 指 標

(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

港湾海岸保全施設

整備

［笠岡市地域防災

計画］

651m

(令和２年度 )

1,182m

(令和５年度 )

建設事業課

漁港海岸保全施設

整備

［笠岡市地域防災

計画］

99%

(令和７年度 )

100%

(令和11年度)
建設事業課

港湾海岸保全施設

長寿命化整備

［港湾海岸長寿命

化計画］

整備中

(令和７年度 )

整備推進

(令和12年度)
建設事業課

漁港海岸保全施設

長寿命化整備

［漁港海岸長寿命

化計画］

整備中

(令和７年度 )

整備推進

(令和12年度)
建設事業課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

55

55

1番下

の表

大規模盛土造成地の滑動崩落対策

○本市には大規模盛土造成地が 23 箇所の対象箇所があ

り，現地踏査を実施し，優先度評価を行う。

大規模盛土造成地の滑動崩落対策

○本市には大規模盛土造成地が 23 箇所の対象箇所があ

り，現地踏査等により優先度評価を行った。その結果，

第二次スクリーニングが必要な箇所が判明したため，今

後調査等を行う必要がある。

56

1番上

の表

1番下

の表

○道路，河川，上下水道等のインフラ施設が被災した場合，

災害発生直後から被災状況の把握や危険の除去，応急的

な復旧等を行い，防災インフラの長期間にわたる機能不

全を回避する必要があるため，国から派遣される TEC-

FORCE と市，県における情報共有・連携強化を推進する

ことにより，応急・復旧活動を迅速に行える体制の充実

を図る。

○道路，河川，上下水道等のインフラ施設が被災した場合，

災害発生直後から被災状況の把握や危険の除去，応急的

な復旧等を行い，防災インフラの長期間にわたる機能不

全を回避する必要があるため，国から派遣される TEC-

FORCE と県から派遣されるリエゾンと情報共有・連携強

化を推進することにより，応急・復旧活動を迅速に行え

る体制の充実を図る。

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

防災訓練実施

（応急対応）
未実施

(令和２年度 )

実施済

(令和７年度 )

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

防災訓練実施

（応急対応）
未実施

(令和７年度 )

実施済

(令和12年度)

建設管理課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

56

57

上から

4番目

の表

上から

5番目

の表

合弁処理浄化槽の設置促進

○浄化槽台帳データの活用により（略）

環境課 下水道課

合弁処理浄化槽の設置促進

○浄化槽台帳データの活用により（略）

環境課 上下水道工務課

58

1番上

の表

災害用トイレ対策の推進

○マンホールトイレの整備に当たり，地表面より下の，し

尿を貯留もしくは流下させる下部構造物と，マンホール

の上部に設置する便器や仕切り施設等の上部構造物が

必要となるため，これらの整備手法等について関係部局

と調整を行い，装備品等の充実を図る。

下水道課

災害用トイレ対策の推進

○発災時に対応できるよう，携帯トイレ，仮設トイレ，マ

ンホールトイレなどを併用してトイレ対策を推進して

いく。そのためにも平時からの防災備蓄用品を用意する

とともに，マンホールトイレについても定期的な点検管

理などを含め維持管理を図って行く。

上下水道工務課 危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

汚水処理人口普及率 79.1％

(令和元年度 )

81.8％

(令和４年度 )

下水道課

環境課

合併処理浄化槽設置

整備事業補助金の交

付件数

［浄化槽設置整備事

業］

─

(令和２年度 )

410 基
(令和７年度 )

下水道課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

汚水処理人口普及率 82.7％

(令和６年度 )

86.2％

(令和 11年度)

上下水道工務課

環境課

合併処理浄化槽設置

整備事業補助金の交

付件数

［浄化槽設置整備事

業］

─

(令和６年度 )

260 基
(令和11年度)

環境課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

57

59 上から

3番目

の表

実践的な防災教育の推進

（略）

実践的な防災教育の推進

（略）

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

マンホールトイレ設置

数
0 基

(令和元年度 )

10 基

(令和５年度 )

下水道課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

マンホールトイレ設置 設置済

(令和６年度 )

継続維持

(令和 11年度)

上下水道工務課

■ 重 要 業 績 指 標

(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

ハザードマップの

更新
更新中

(令和２年度 )

随時更新

(令和７年度 )

危機管理課

地域密着型訓練

（出前講座）の参

加者数

［第７次笠岡市総

合計画］

4,788 人

(令和元年度 )
6,000 人

(令和３年度 )
危機管理課

防災士の取得人

数

［第７次笠岡市総

合計画］

57 人

(令和元年度 )
84 人

(令和３年度 )
危機管理課

■ 重 要 業 績 指 標

(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

ハザードマップの

更新
更新中

(令和７年度 )

随時更新

(令和12年度)

危機管理課

地域密着型訓練

（出前講座）の参

加者数

10,763 人

(令和７年度 )
15,000 人

(令和12年度)
危機管理課

防災士の取得人

数

［第８次笠岡市総

合計画］

103 人

(令和７年度 )
149 人

(令和12年度)
危機管理課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

58

59

上から

4番目

の表

1番下

の表

応急手当の普及・啓発

○新型コロナウイルスの感染予防態勢の影響により普通

救命講習会又は心肺蘇生講習会の受入人数が減少して

いることから，新しい生活様式に基づく講習会数を増や

し，応急手当受講者数の増加に努める。

応急手当の普及・啓発

○新型コロナウイルスの収束により受入人数等の制限が

解消されたことから ,講習会の開催頻度や講習内容を以

前の水準に引き上げることで,応急手当普及を図り,受講

者数の増加を推進する。

1番上

の表

市民による備蓄の促進

（略）

○家庭用防災用品についての補助金制度の検討を進める。

市民による備蓄の促進

（略）

○家庭用防災用品についての補助金制度を検討する。

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

普通救命講習会 514 人

(令和元年度 )

600 人

(令和３年度 )

笠岡地区消防組合

CPR 指導 1,493 人

(令和元年度 )

1,550 人

(令和３年度 )

笠岡地区消防組合

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

普通救命講習会 995 人

(令和６年度 )

1,100 人

(令和８年度 )

笠岡地区消防組合

CPR 指導 1,184 人

(令和６年度 )

1,300 人

(令和８年度 )

笠岡地区消防組合



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

59

60

上から

2番目

の表

上から

4番目

の表

（地域防災力の向上）

◎自主防災組織の充実

（略）

地区防災計画の作成促進

（略）

（地域防災力の向上）

◎自主防災組織の充実

（略）

地区防災計画の作成促進

（略）

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

地域密着型訓練（出

前講座）の参加者数

［第７次笠岡市総合

計画］

4,788 人

(令和元年度 )

6,000 人

(令和３年度 )

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

防災士の取得人数

［第７次笠岡市総合計

画］）

57人

(令和元年度 )
84人

(令和３年度 )
危機管理課

地区防災マップ作成 13 地区

(令和２年度 )
20 地区

(令和７年度 )
危機管理課

■重要業績指標(KPI)

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

地域密着型訓練（出

前講座）の参加者数

10,763 人

(令和７年度 )

15,000 人

(令和12年度)

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

防災士の取得人数

［第８次笠岡市総合計

画］）

103人

(令和７年度 )
149人

(令和12年度)
危機管理課

地区防災マップ作成 31 地区

(令和７年度 )
36 地区

(令和12年度)
危機管理課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

60

60 1番下

の表

61

上から

2番目

の表

上から

3番目

の表

企業防災の促進

（略）

（要配慮者対策）

◎要配慮者利用施設等の避難確保計画の作成等

（略）

○洪水浸水想定区域に１箇所，土砂災害警戒区域に５箇所

企業防災の促進

（略）

（要配慮者対策）

◎要配慮者利用施設等の避難確保計画の作成等

（略）

○洪水浸水想定区域に１箇所，土砂災害警戒区域に３箇所

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

地区防災計画の策

定
策定推進

(令和２年度 )

取組推進

(令和７年度 )

危機管理課
■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

地区防災計画の策

定
策定推進

(令和７年度 )

取組推進

(令和12年度)

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

事業所自主防災組

織の構築
検討中

(令和２年度 )

取組推進

(令和６年度 )

笠岡地区消防組合

地域密着型訓練（出前

講座）の参加者数

［第７次笠岡市総合

計画］

4,788 人

(令和元年度 )

6,000 人

(令和３年度 )

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

事業所自主防災組

織の構築
取組推進

(令和７年度 )

取組推進

(令和１２年度)

笠岡地区消防組合

地域密着型訓練（出前

講座）の参加者数
10,763 人

(令和７年度 )

15,000 人

(令和12年度)

危機管理課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

61

61

上から

4番目

の表

の保育所が存在することから，これらの保育所における

「避難確保計画」作成の促進を図るとともに，公立・私

立保育所が行う避難訓練実施内容を確認する。

（略）

のこども園等が存在することから，これらの施設におけ

る「避難確保計画」の点検・実施を図るとともに，公立・

私立保育所等が行う避難訓練実施内容を確認する。

（略）

（文化財の保護）

文化財等の防災体制の充実

（文化財の保護）

文化財等の防災体制の充実

削除

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

要配慮者利用施設

における避難確保計

画の策定促進

策定中

(令和２年度 )

策定･取組

推進

(令和７年度 )

危機管理課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

要配慮者利用施設

における避難確保計

画の策定促進

取組推進

(令和７年度 )

取組推進

(令和12年度)

教育総務課

こども育成課

長寿支援課

■重要業績指標(KPI)



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

62

62 上から

2番目

の表

63

63

1番上

の表

上から

3番目

の表

（10）老朽化対策

（公共施設の老朽化対策）

市管理施設に関する公共施設等総合管理計画の策定等

財政課

社会教育施設の長寿命化

（10）老朽化対策

（公共施設の老朽化対策）

市管理施設に関する公共施設等総合管理計画の策定等

公有財産管理課

社会教育施設の長寿命化

削除

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

文化財の調査件数

（累計）
19 件

(令和元年度 )

84 件

(令和７年度 )

生涯学習課

文化財の保存修理等

件数（累計）
２件

(令和元年度 )

14 件

(令和７年度 )

生涯学習課

■重要業績指標(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

63

64

1番下

の表

◎橋梁，道路の長寿命化対策

（略）

◎橋梁，道路の長寿命化対策

（略）

個別施設計画の策

定状況
４施設

(令和２年度 )

27 施設

(令和４年度 )

生涯学習課

■ 重 要 業 績 指 標

(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

橋梁点検

［橋梁長寿命化

計画］

138 橋

(令和元年度 )

764 橋

(令和５年度 )

建設事業課

橋梁補修補強

［橋梁長寿命化

計画］

41 橋

(令和元年度 )

98 橋
(令和 5年度 )

建設事業課

路面下空洞調査

［道路長寿命化

計画］

17Km

(令和元年度 )

103Km

(令和４年度 )
建設事業課

■ 重 要 業 績 指 標

(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

橋梁点検

［橋梁長寿命化

計画］

点検中

(令和７年度 )

点検推進

(令和12年度)

建設事業課

修繕橋梁数

（累計）

82 橋

(令和７年度 )

96 橋
(令和12年度)

建設事業課

路面下空洞調査

［道路長寿命化

計画］

調査中

(令和７年度 )

調査推進

(令和12年度)
建設事業課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

64

65

1番上

の表

上から

2番目

の表

◎海岸保全施設の整備推進・適正な維持管理

○海岸老朽化対策計画を策定し，海岸施設の機能確保に努

める。

◎海岸保全施設の整備推進・適正な維持管理

○海岸長寿命化計画に基づき，海岸保全施設の機能確保に

努める

■ 重 要 業 績 指 標

(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

港湾海岸保全施設

整備

［笠岡市地域防災

計画］

651m

(令和２年度 )

1,182m

(令和５年度 )

建設事業課

漁港海岸保全施設

整備

［笠岡市地域防災

計画］

3,084m

(令和２年度 )
3,767m

(令和５年度 )
建設事業課

■ 重 要 業 績 指 標

(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

港湾海岸保全施設

整備

［笠岡市地域防災

計画］

651m

(令和２年度 )

1,182m

(令和５年度 )

建設事業課

漁港海岸保全施設

整備

［笠岡市地域防災

計画］

99%

(令和７年度 )
100%

(令和11年度)
建設事業課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

65

65

上から

3番目

の表

上から

4番目

の表

下水道施設の老朽化対策

○令和２年度から下水道施設の長寿命化対策を計画して

おり，PDCA サイクルを回しながらストックマネジメン

ト計画の見直しを行い，予防保全型の老朽化対策を推進

していく。

下水道課

下水道施設の老朽化対策

○令和６年度に下水道施設の長寿命化対策計画（第２期）

の見直しを実施しており，PDCA サイクルを回しながら，

予防保全型の老朽化対策を推進していく。

上下水道総務課

港湾海岸施設老朽

化対策計画の策定

［港湾海岸施設老

朽化対策計画］

0 港湾

(令和２年度 )

４港湾

(令和５年度 )
建設事業課

漁港海岸施設老朽

化対策計画の策定

［漁港海岸施設老

朽化対策計画］

４港湾

(令和２年度 )

６港湾

(令和５年度 )
建設事業課

■ 重 要 業 績 指 標

(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

長寿命化対策施

設数
0 施設

(令和２年度 )

2 施設

(令和６年度 )

下水道課

第２期下水道ス

トックマネジメ

ント計画策定進

捗率

0％

(令和２年度 )
100％

(令和６年度 )
下水道課

港湾海岸保全施設

長寿命化整備

［港湾海岸長寿命

化計画］

整備中

(令和７年度 )

整備推進

(令和12年度)
建設事業課

漁港海岸保全施設

長寿命化整備

［漁港海岸長寿命

化計画］

整備中

(令和７年度 )

整備推進

(令和12年度)
建設事業課

■ 重 要 業 績 指 標

(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

長寿命化対策施

設数
2 施設

(令和６年度 )

3 施設

(令和11年度)

上下水道工務課

第３期下水道ス

トックマネジメ

ント計画策定進

捗率

0％

(令和７年度 )
100％

(令和11年度)
上下水道工務課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

66

65 上から

5番目

の表

漁業集落排水施設の老朽化

○令和２年度に策定する機能保全計画に併せて，既存施設

の適正化へ向けた見直しについて検討を行う。

下水道課

漁業集落排水施設の老朽化

○既存施設の適正化へ向けた効率化について検討を行う。

上下水道工務課

66

上から

2番目

の表

◎漁港施設等の整備・適正な維持管理

（略）

◎漁港施設等の整備・適正な維持管理

（略）

削除

下水道管渠の点

検・実施

０Km

(令和２年度 )

３Km

(令和６年度 )
下水道課 下水道管渠の点

検調査（年間実

施延長）

２Km/年

(令和７年度 )

２Km/年

(令和11年度)
上下水道工務課

■ 重 要 業 績 指 標

(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

漁港施設長寿命化

整備数

［漁港施設機能保

全計画］

9 箇所

(令和２年度 )

24 箇所

(令和７年度 )

建設事業課

高島漁港への避難

船 受 入 数 の 増 加

［地域再生計画］

0 隻

(令和２年度 )
16 隻

(令和４年度 )
建設事業課

■ 重 要 業 績 指 標

(KPI)

指標［関連計画］ 現状 目標等 所管

漁港施設長寿命化

整備

［漁港施設機能保

全計画］

整備中

(令和７年度 )

整備推進

(令和12年度)

建設事業課



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

67

69

表中

11行

目

表中

18行

目

表中下

18行

目

○市立保育施設の耐震化等

大部分の施設は昭和 40 年代から 50 年代に整備され

たもので，老朽化が進んでいるため，耐震化に加え，施

設の長寿命化のための改修が必要である。また，平成 30

年度と令和２年度に行った「公立保育所建物点検結果」

を参考にするとともに，今後の待機児童数や幼児教育・

保育無償化に伴う保育ニーズの変化，少子化等を踏まえ

た適正な規模と配置を検討の上，施設の計画的な整備を

図る必要がある。

○住宅・民間建築物の耐震化

（略）

令和元年度末時点で住宅の耐震化率は 79.1％，多数

の者が利用する建築物の耐震化率は災害復旧活動の拠

点等の施設が 50％，その他が 88.5％となっている。

（略）

○市民病院の耐震化

（略）

このため，令和元年度に「笠岡市新病院基本構想（原

案）」を策定した。また，令和２年６月に笠岡市健康福

祉部に病院建設推進室を設置し，新病院建設の検討を進

○市立教育・保育施設の耐震化等

大部分の施設は昭和 40 年代から 50 年代に整備され

たもので，老朽化が進んでいるため，耐震化に加え，施

設の長寿命化のための改修が必要である。また，保育ニ

ーズの変化，少子化等を踏まえた適正な規模と配置を検

討の上，施設の計画的な再編整備を図る必要がある。

○住宅・民間建築物の耐震化

（略）

令和６年度末時点で住宅の耐震化率は 82.0％，多数

の者が利用する建築物の耐震化率は災害復旧活動の拠

点等の施設が 50％，その他が 90.7％となっている。

（略）

○市民病院の耐震化

（略）

令和５年７月に「笠岡市新病院基本計画」を策定，令

和６年 11 月に変更したが，令和７年７月に新病院建設

後の収支計画シミュレーションを医業経営の専門家に
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68

69

めており，令和２年度に開催する笠岡市新病院建設有識

者会議により同年度内に笠岡市新病院基本構想を策定

することとしている。

○社会福祉施設等の耐震化等

（略）

委託し検証した結果から，持続可能な病院経営を行うた

めに病院規模の再検討が必要であるとの判断に至った。

関係者との協議・調整を行う検討会議（仮称）を立ち上

げ，早期に市民病院の役割と方向性を取りまとめる。

○社会福祉施設等の耐震化等

（略）

70

表中 1

行目

表中

16行

岡山県西部地区養護老人ホーム 敬愛園については，

昭和 50 年４月に開設し，築後 45 年が経過しており，老

朽化対策として屋上防水工事，外壁塗装工事等の施設長

寿命化対策を実施している。また，災害事故防止対策と

して，防火設備（避難階段，防火戸，防火・防炎内装等）・

消防用設備（スプリンクラー，自動火災通報装置，非常

通報装置，非常電源設備等）の整備と定期点検及び，各

種防災訓練（避難訓練，通報訓練，消火訓練）等を実施

し，防災上の配慮に努めている。施設の耐震化対策につ

いては，未着手の状況。近年，自治体から措置される入

所者の減少が続く中で，今後の施設の事業運営方針等を

検討しながら適切に対応していくことが必要である。

○消防団機庫の耐震化・機能強化

計画的な消防機庫の建設を行い，令和元年度末時点

で，全 15 分団 39 部の消防団機庫のうち，31 部は新耐

削除

○消防団機庫の耐震化・機能強化

計画的な消防機庫の建設を行い，令和６年５月末時点

で，全 15 分団 37 部の消防団機庫のうち，35 部は新耐
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69

目 震基準を満たしており，残る８部についても統廃合等を

考慮するなどして整備計画を進めているが，継続して大

規模災害時等に地域の防災拠点として機能する消防機

庫の整備が必要である。また，ホース乾燥塔のない消防

機庫についても機能の強化が必要である。

震基準を満たしており，残る２部についても統廃合等を

考慮するなどして整備計画を進めている。また，ホース

乾燥塔のない３部についても機能の強化が必要である。

71

表中

16行

目

表中下

から 9

行目

表中下

○実践的な防災教育の推進

平成22年度に（略）全戸配布している。また，令和

２年度において洪水，津波，土砂災害のハザードマッ

プを笠岡市総合ハザードマップとして作成し，全戸配

布を予定しているほか，総合ハザードマップ内に県が

公表している液状化危険度分布を掲載する予定である

。（略）

〇学校教育施設の長寿命化

学校教育施設（小中学校）の耐震化については，令

和元年度末において，木造２棟を除き非木造75棟は全

て実施済みであるが，（略）

なお，全国的に少子高齢化が進む中，本市においては

「笠岡市立小・中学校の学校規模適正化計画書」（平成

26 年作成・令和２年一部改訂）を策定し，令和４年度以

〇実践的な防災教育の推進

平成22年度に（略）全戸配布している。また，令和

３年１月に洪水，津波，土砂災害のハザードマップを

笠岡市総合ハザードマップとして作成し，全戸配布を

しているほか，総合ハザードマップ内に県が公表して

いる液状化危険度分布を掲載している。（略）

〇学校教育施設の長寿命化

学校教育施設（小中学校）の耐震化については，令

和７年度末において，木造２棟を除き非木造75棟は全

て実施済みであるが，（略）

なお，全国的に少子高齢化が進む中，本市においては

「笠岡市立小・中学校の学校規模適正化計画書」（平成

26 年作成・令和２年一部改訂・令和７年度一部改訂）を
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70

から 5

行目

降の学校再編，統廃合を計画するとともに，「笠岡市小

中一貫教育推進計画」（令和２年作成）を策定し，施設

一体型小中一貫教育校の施設整備も予定しているとこ

ろであるが，学校として利用しなくなった校舎等施設の

管理や今後の利用方法については未定である。

策定し，令和７年度以降の学校再編，統廃合を計画する

とともに，「笠岡市小中一貫教育推進計画」（令和２年作

成・令和７年度一部改訂）を策定し，学校として利用し

なくなった校舎等施設の管理や今後の利用方法につい

ては未定である。

73

73

表中

18行

目

○消防水利の整備推進

本市には，1,228 基の公設消火栓と 92 基の公設防火

水槽が設置（令和元年度末）されており，消火栓は各署

所において定期的に点検を実施し，防火水槽は毎年５月

に水槽機能の確認と周辺の整備を実施しているが，島し

ょ部の防火水槽の点検にあっては地元の消防団が実施

している。

今後は，本市の市街地・準市街地住宅密集地における

消防水利設置率の向上を図るとともに，島しょ部で発生

した災害対応を円滑に実施するため，島しょ部の水利状

況についても管理していく必要がある。

○消防団活動力の強化

○消防水利の長寿命化

本市には，1,235 基の公設消火栓と 91 基の公設防火

水槽が設置（令和７年度末）されており，消火栓は各署

所において定期的に点検を実施し，防火水槽は毎年５月

に水槽機能の確認と周辺の整備を実施している。

（削除）

今後は,本市の市街地・準市街地住宅密集地における

耐震性貯水槽の設置も推進していく。

○消防団活動力の強化
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71

73

表中

29行

目

表中

33行

目

表中下

から 6

行目

（略）

引き続き，若者や女性の入団促進を推進するととも

に，消防団の活動に対して地域や事業所側からの理解・

協力が得られるよう，自主防災組織等の関係機関との連

携が必要とされる。

また，大規模災害時の現場活動において，消防団員の

活動力の強化と安全確保のため，ヘルメット，耐切創手

袋，安全靴の整備を今後も継続して充実させていく必要

がある。さらに，消防車両等を更新する場合には，地域

状況に即した性能・機能強化を図る必要がある。

○住宅用火災警報器等の設置及び維持管理の推進

住宅用火災警報器は，消防法等の改正により全ての住宅

の就寝する部屋等に設置することが義務づけられ，本市で

も各種イベント等での広報活動による設置及び維持管理

の推進をしている。また，消防団及び婦人防火クラブに協

力をいただき，平成 29 年度から５か年計画で市全世帯を

戸別訪問し，住宅用火災警報器の設置及び維持管理の推進

を図っている。一方で，設置率は 55.2％と低く，火災の発

見が遅れると人命危険が増大することから，住宅用火災警

報器の設置及び維持管理を推進する必要がある。（略）

（略）

引き続き，若者や女性の入団を促進するとともに，消

防団の活動に対して地域や事業所側からの理解・協力が

得られるよう，自主防災組織等の関係機関との連携が必

要とされる。

また，大規模災害時の現場活動において，消防団員の活

動力の強化と安全確保のため，個人装備の整備を今後も

継続して充実させていく必要がある。さらに，消防車両

等を更新する場合には，地域状況に即した性能・機能強

化を図る必要がある。

○住宅用火災警報器等の設置及び維持管理の推進

住宅用火災警報器は，消防法等の改正により全ての住宅

の就寝する部屋等に設置することが義務づけられ，本市で

も各種イベント等での広報活動による設置及び維持管理

の推進をしている。広報活動により設置率は 73％まで上昇

しているが,依然として設置率は低い状況である。火災の

発見が遅れると人命危険が増大することから，更なる設置

率の向上が求められるため,引き続き住宅用火災警報器の

設置及び維持管理を推進する必要がある。（略）
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72

74

表中

15行

目

表中下

から 3

行目

○不特定多数が利用する施設への消防用設備等の適正な設

置促進

（略）

是正により現在確認されていないが，未届出の増築等に

より新たに重大な消防法令違反となる施設が存在して

いるおそれがある。

○自主防災組織の充実

（略）

一方で，本市の自主防災組織の結成率は，110 組織で

98.8％となっており，（略）

○不特定多数が利用する施設への消防用設備等の適正な設

置促進

（略）

是正により現在確認されていないが，未届出の増築等に

より新たに重大な消防法令違反となる施設が存在して

いるおそれがあるため ,定期的な査察を通じて現状を把

握し，指導を行う必要がある。

○自主防災組織の充実

（略）

一方で，本市の自主防災組織の結成率は，113 組織で

98.4％となっており，（略）

75

○南海トラフ地震を想定した実践的な訓練の実施

（略）

○南海トラフ地震を想定した実践的な訓練の実施

（略）



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

73

表中

14行

目

地域住民の防災意識の高揚と地域防災力の向上を図

るため，笠岡市防災訓練に参加している。

また，市内の小・中学校，企業や地区住民を対象に，

大規模災害時の行動と防災意識の高揚を図ることを目

的とした「防災教室」を開催しているが，市内小・中学

校の中には不参加の回答もあり，管内全校に実施できて

いないのが現状である。

○自主防災組織の充実［再掲］

（略）

地域住民の防災意識の高揚と地域防災力の向上を図

るため，笠岡市防災訓練に参加している。

（削除）

○自主防災組織の充実［再掲］

（略）

76

表中 2

行目

表中

16行

目

一方で，本市の自主防災組織の結成率は，110 組織で

98.8％となっており，（略）

○実践的な防災教育の推進

平成22年度に（略）全戸配布している。また，令和

２年度において洪水，津波，土砂災害のハザードマッ

プを笠岡市総合ハザードマップとして作成し，全戸配

布を予定しているほか，総合ハザードマップ内に県が

公表している液状化危険度分布を掲載する予定である

。（略）

一方で，本市の自主防災組織の結成率は，113 組織で

98.4％となっており，（略）

〇実践的な防災教育の推進

平成22年度に（略）全戸配布している。また，令和

３年１月に洪水，津波，土砂災害のハザードマップを

笠岡市総合ハザードマップとして作成し，全戸配布をし

ているほか，総合ハザードマップ内に県が公表している

液状化危険度分布を掲載している。（略）
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74

77

77

表中 2

行目

表中

10行

目

表中

19行

目

○ハザードマップの作成・活用

令和２年度に，平成 22 年度に作成した洪水ハザード

マップの更新を実施し，全戸配布を予定している。しか

しながら，（略）平成 26 年に作成した津波ハザードマッ

プも統合し，ハザードマップを１冊にする予定である。

一方で，ハザードマップの認知度や理解度についてあ

まり高くない状況であることが課題である。

（略）

○水防体制の充実・強化

豪雨災害が多発する一方で水防団員（消防団員）の減

少等により，地域の水防力の弱体化が進んでいる。その

ため，自主防災組織・自治会等が水防協力団体として，

水防訓練や防災知識の普及啓発活動を行うなど，水防体

制の充実・強化を図る必要がある。

○ハザードマップの作成・活用

令和３年１月に，平成 22 年度に作成した洪水ハザー

ドマップの更新を実施し，全戸配布をした。しかしなが

ら，（略）平成 26 年に作成した津波ハザードマップも統

合し，ハザードマップを１冊にした。

一方で，ハザードマップの認知度や理解度についてあ

まり高くない状況であることが課題である。

（略）

○水防体制の充実・強化

豪雨災害が多発する一方で水防団員（消防団員）の減

少等により，地域の水防力の弱体化が進んでいる。その

ため，自主防災組織・自治会等が水防協力団体として，

水防訓練や防災知識の普及啓発活動を行うなど，水防体

制の充実・強化を図る必要がある。

表中 8

○要配慮者利用施設等の避難確保計画の作成等

（略）

○要配慮者利用施設等の避難確保計画の作成等

（略）
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75

78

78

行目

表中

15 行
目

表中

18 行

目

令和元年度末現在 浸水想定区域内の要配慮者利用施

設 ４施設

土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設 36 施設

（略）

・市内全ての公立保育所においては，毎月１回避難訓練を

行っている。しかし，洪水浸水想定区域に１箇所，土砂

災害警戒区域に５箇所の保育所が存在することから，避

難確保計画を早急に作成し，職員間のみならず，保護者

ともリスク管理を共有する必要がある。

洪水浸水想定区域→北川保育所

土砂災害警戒区域→新山保育所，吉田保育所，

外浦保育所，まや保育園（私立），

富岡保育園（私立）

・市内の対象福祉施設に対しては，令和２年度中の避難確

保計画の作成を依頼している。

令和６年度末現在 浸水想定区域内の要配慮者利用施

設 ５施設

土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設 38 施設

（略）

・市内全ての公立保育所においては，毎月１回避難訓練を

行っている。しかし，洪水浸水想定区域に１箇所，土砂

災害警戒区域に３箇所の保育所が存在することから，避

難確保計画を早急に作成し，職員間のみならず，保護者

ともリスク管理を共有する必要がある。

洪水浸水想定区域→みのり認定こども園

土砂災害警戒区域→あやめの杜認定こども園，

まやこども園（私立），富岡保育園（私立）

・市内の対象福祉施設に対しては，令和２年度中の避難確

保計画の作成を依頼している。

○自主防災組織の充実［再掲］

（略）

○自主防災組織の充実

（略）
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76

79

表中

15行

目

表中

29行

目

一方で，本市の自主防災組織の結成率は，110 組織で

98.8％となっており，（略）

○実践的な防災教育の推進［再掲］

平成22年度に（略）全戸配布している。また，令和

２年度において洪水，津波，土砂災害のハザードマッ

プを笠岡市総合ハザードマップとして作成し，全戸配

布を予定しているほか，総合ハザードマップ内に県が

公表している液状化危険度分布を掲載する予定である

。（略）

一方で，本市の自主防災組織の結成率は，113 組織で

98.4％となっており，（略）

〇実践的な防災教育の推進

平成22年度に（略）全戸配布している。また，令和

３年１月に洪水，津波，土砂災害のハザードマップを

笠岡市総合ハザードマップとして作成し，全戸配布をし

ているほか，総合ハザードマップ内に県が公表している

液状化危険度分布を掲載している。（略）

80

表中 2

行目

○ハザードマップの作成・活用［再掲］

令和２年度に，平成 22 年度に作成した洪水ハザード

マップの更新を実施し，全戸配布を予定している。しか

しながら，（略）平成 26 年に作成した津波ハザードマッ

プも統合し，ハザードマップを１冊にする予定である。

一方で，ハザードマップの認知度や理解度についてあ

まり高くない状況であることが課題である。

○ハザードマップの作成・活用［再掲］

令和３年１月に，平成 22 年度に作成した洪水ハザー

ドマップの更新を実施し，全戸配布をした。しかしなが

ら，（略）平成 26 年に作成した津波ハザードマップも統

合し，ハザードマップを１冊にした。

一方で，ハザードマップの認知度や理解度についてあ

まり高くない状況であることが課題である。
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77

81 表中 8

行目

表中

19行

目

表中

25行

目

○大規模盛土造成地の滑動崩落対策

本市では，大規模盛土造成地対象箇所（23 箇所）にお

いて，現地踏査を実施し，安全性の把握及び優先度の判

定を２か年で行うこととしている。優先度の度合におい

ては，対策工事が必要となるおそれがあるものの事業費

について莫大になるおそれがあることから費用につい

て懸念される。

○要配慮者利用施設等の避難確保計画の作成等［再掲］

（略）

令和元年度末現在 浸水想定区域内の要配慮者利用施

設 ４施設

土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設 36 施設

（略）

・市内全ての公立保育所においては，毎月１回避難訓練を

行っている。しかし，洪水浸水想定区域に１箇所，土砂

災害警戒区域に５箇所の保育所が存在することから，避

難確保計画を早急に作成し，職員間のみならず，保護者

○大規模盛土造成地の滑動崩落対策

本市では，大規模造成地対象箇所（23 箇所）において，

現地調査を実施し，安全性の把握及び優先度の判定を行

った。調査の結果，地下水位が高い可能性がある場所が

あり，早期の第二次スクリーニングが必要な箇所がある

ことが判明した。ただし，第二次スクリーニングを実施

する際には地権者等の地元調整や予算の確保等，時間が

かかることが想定されるため，実施されるまでの間は経

過観察が必要となる。

○要配慮者利用施設等の避難確保計画の作成等［再掲］

（略）

令和６年度末現在 浸水想定区域内の要配慮者利用施

設 ５施設

土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設 38 施設

（略）

・市内全ての公立保育所においては，毎月１回避難訓練を

行っている。しかし，洪水浸水想定区域に１箇所，土砂

災害警戒区域に３箇所の保育所が存在することから，避

難確保計画を早急に作成し，職員間のみならず，保護者
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78

81

表中下

から 3

行目

ともリスク管理を共有する必要がある。

洪水浸水想定区域→北川保育所

土砂災害警戒区域→新山保育所，吉田保育所，外浦保育

所，まや保育園（私立），富岡保育園（私立）

・市内の対象福祉施設に対しては，令和２年度中の避難確

保計画の作成を依頼している。

○自主防災組織の充実［再掲］

（略）

一方で，本市の自主防災組織の結成率は，110 組織で

98.8％となっており，（略）

ともリスク管理を共有する必要がある。

洪水浸水想定区域→みのり認定こども園

土砂災害警戒区域→あやめの杜認定こども園，

まやこども園（私立），富岡保育園（私立）

・市内の対象福祉施設に対しては，令和２年度中の避難確

保計画の作成を依頼している。

○自主防災組織の充実［再掲］

（略）

一方で，本市の自主防災組織の結成率は，113 組織で

98.4％となっており，（略）

82

表中

12行

目

○実践的な防災教育の推進［再掲］

平成22年度に（略）全戸配布している。また，令和

２年度において洪水，津波，土砂災害のハザードマッ

プを笠岡市総合ハザードマップとして作成し，全戸配

布を予定しているほか，総合ハザードマップ内に県が

公表している液状化危険度分布を掲載する予定である

。（略）

〇実践的な防災教育の推進

平成22年度に（略）全戸配布している。また，令和

３年１月に洪水，津波，土砂災害のハザードマップを

笠岡市総合ハザードマップとして作成し，全戸配布をし

ているほか，総合ハザードマップ内に県が公表している

液状化危険度分布を掲載している。（略）

○応急給水体制の整備 ○応急給水体制の整備
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79

83

災害時の応急給水を行うため，給水用具や装備品につ

いて目標備蓄数を設定している。令和元年度末時点で，

給水タンク（1000L）13基（目標数：15 基），給水ポリ

袋（６L）1,100 枚程度（目標数：2,000枚）となってお

り，引き続き取組を強化・促進する必要がある。

災害時の応急給水を行うため，給水用具や装備品につ

いて目標備蓄数を設定している。令和６年度末時点で，

給水タンク（1000L）13 基（目標数：15 基），給水ポリ

袋（６L）2,000枚（目標数：2,000 枚）となっており，

引き続き取組を強化・促進する必要がある。

85

表中

11行

目

表中

22行

目

○情報の迅速・的確な把握・伝達体制の整備

笠岡地区消防組合では，火災，救急，事故など各種災

害における 119 番通報の受信，災害現場の特定，出動隊

の編成，指令の伝送等を複合的に行うための「高機能消

防指令施設」を平成 23 年度に整備し，情報系機器の耐

用年数到来等に伴って平成 30 年度に運用継続のための

一部更新を行っている。一方で，高度な専門技術と特殊

機器で構成される本施設は，

（略）

市民の生命，身体，財産を守るため，メーカー推奨の

耐用年数 10 年経過に伴う部品調達難と令和５年度の

NTT 回線 IP 化などに対応するとともに，近年発生が予

想されている大規模災害対策を踏まえた耐災害性の強

○情報の迅速・的確な把握・伝達体制の整備

笠岡地区消防組合では，火災，救急，事故など各種災

害における 119 番通報の受信，災害現場の特定，出動隊

の編成，指令の伝送等を複合的に行うための「高機能消

防指令施設」を平成 23 年度に整備し，電話回線網のＩ

Ｐ化及び車両動態管理装置の４Ｇ化に対応すべく令和

６年度に消防指令施設，消防救急デジタル無線の部分更

新を実施し運用している。高度な専門技術と特殊機器で

構成される本施設は，

（略）

市民の生命，身体，財産を守るため，また，近年発生

が予想されている大規模災害への対応のためにも，メー

カー推奨の耐用年数を踏まえた全面更新を行う必要が

ある。
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80

85 表中下

から 6

行目

化を含む全面更新を令和５年度までに行う必要がある。

○災害時の道路啓開・復旧体制の確保

本市においては，「災害時における応急対策業務の実

施に関する協定書」（（一社）岡山県建設業協会井笠支部）

に基づき，

○災害時の道路啓開・復旧体制の確保

本市においては，「災害時における応急対策業務の実

施に関する協定書」（（一社）岡山県建設業協会笠岡支部）

に基づき，

87

表中 8

行目

○消防団機庫の耐震化・機能強化［再掲］

計画的な消防機庫の建設を行い，令和元年度末時点

で，全 15 分団 39 部の消防団機庫のうち，31 部は新耐

震基準を満たしており，残る８部についても統廃合等を

考慮するなどして整備計画を進めているが，継続して大

規模災害時等に地域の防災拠点として機能する消防機

庫の整備が必要である。また，ホース乾燥塔のない消防

機庫についても機能の強化が必要である。

○消防の情報通信施設の強化

消防活動の相互情報伝達に必要不可欠となる「消防・

○消防団機庫の耐震化・機能強化［再掲］

計画的な消防機庫の建設を行い，令和６年５月末時点

で，全 15 分団 37 部の消防団機庫のうち，35 部は新耐

震基準を満たしており，残る２部についても統廃合等を

考慮するなどして整備計画を進めている。また，ホース

乾燥塔のない３部についても機能の強化が必要である。

○消防の情報通信施設の強化

消防活動の相互情報伝達に必要不可欠となる「消防・
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81

87

表中

16行

目

表中

25行

目

救急デジタル無線」は，消防独自のほか県の施設を借用

するなどして管内数箇所に中継局を設置し，平成 25 年

度に地域特有の通信ネットワークを構築，市民の生命，

身体，財産などの保護に活用されている。

（略）

南海トラフの大地震など来るべき大規模災害を前に，

市民の生命，身体，財産を守るため，また，障害発生時

の部品調達難や電源遮断の長時間化等による機能不全

からの被害拡大化といった二次災害を引き起こさない

ようにするため，耐災害性の強化を踏まえた全面更新が

必要である。

救急デジタル無線」は，消防独自のほか県の施設を借用

するなどして管内数箇所に中継局を設置し，平成 25 年

度に独自の通信ネットワークを構築，市民の生命，身体，

財産などの保護に活用されている。

（略）

近年発生が予想されている大規模災害を前に，市民の

生命，身体，財産を守るため，また，障害発生時の部品

調達難や電源遮断の長時間化等による機能不全からの

被害拡大化といった二次災害を引き起こさないように

するため，耐災害性の強化を踏まえた全面更新が必要で

ある。

88

表中

15 行

目

表中

○消防団活動力の強化［再掲］

（略）

引き続き，若者や女性の入団促進を推進するとともに，

消防団の活動に対して地域や事業所側からの理解・協力

が得られるよう，自主防災組織等の関係機関との連携が

必要とされる。

また，大規模災害時の現場活動において，消防団員の

活動力の強化と安全確保のため，ヘルメット，耐切創手

○消防団活動力の強化［再掲］

（略）

引き続き，若者や女性の入団を促進するとともに，消防団

の活動に対して地域や事業所側からの理解・協力が得られ

るよう，自主防災組織等の関係機関との連携が必要とされ

る。

また，大規模災害時の現場活動において，消防団員の活

動力の強化と安全確保のため，個人装備の整備を今後も継
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82

88

18 行

目

表中

22 行

目

袋，安全靴の整備を今後も継続して充実させていく必要

がある。さらに，消防車両等を更新する場合には，地域

状況に即した性能・機能強化を図る必要がある。

○救急救命士及び指導救命士の養成等

笠岡地区消防組合では，市内医療機関とのメディカル

コントロールを構築し，病院実習及び指導救命士による

継続した教育訓練を行っている。さらなる救命率向上の

ため，新たに拡大された①肺機能停止前の重度傷病者に

対する静脈路確保及び輸液，②血糖測定と，低血糖発作

症例へのブドウ糖溶液の投与の２処置が実施可能な認

定救命士の計画的な養成が必要である。

続して充実させていく必要がある。さらに，消防車両等を

更新する場合には，地域状況に即した性能・機能強化を図

る必要がある。

○救急救命士及び指導救命士の養成等

笠岡地区消防組合では，令和８年度から市内医療機関

とのメディカルコントロールを構築予定となっており，

病院実習及び指導救命士による継続した教育訓練を行

っている。さらなる救命率向上のため，平成 26 年４月

に拡大された①心肺機能停止前の重度傷病者に対する

静脈路確保及び輸液，②血糖測定と，低血糖発作症例へ

のブドウ糖溶液の投与の２処置が実施可能な認定救命

士の計画的な養成が必要である。

90

表中 7

行目

○陸路の閉塞時や島しょ部でのヘリコプターによる救急

搬送体制の確保

（略）

・ヘリポート：笠岡市内 14 箇所（うち，島しょ部へは

８箇所）設定

○陸路の閉塞時や島しょ部でのヘリコプターによる救急

搬送体制の確保

（略）

・ヘリポート：笠岡市内 13 箇所（うち，島しょ部へは

６箇所）設定
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83

90 表中

下か

ら 14

行目

○市民病院の耐震化［再掲］

（略）

このため，令和元年度に「笠岡市新病院基本構想（原

案）を策定した。また，令和２年６月に笠岡市健康福祉

部に病院建設推進室を設置し，新病院建設の検討を進め

ており，令和２年度に開催する笠岡市新病院建設有識者

会議により同年度内に笠岡市新病院基本構想を策定す

ることとしている。

○市民病院の耐震化［再掲］

（略）

令和５年７月に「笠岡市新病院基本計画」を策定，令

和６年 11 月に変更したが，令和７年７月に新病院建設

後の収支計画シミュレーションを医業経営の専門家に

委託し検証した結果から，持続可能な病院経営を行うた

めに病院規模の再検討が必要であるとの判断に至った。

関係者との協議・調整を行う検討会議（仮称）を立ち上

げ，早期に市民病院の役割と方向性を取りまとめる。

91 表中

26 行

目

○災害時の道路啓開・復旧体制の確保［再掲］

本市においては，「災害時における応急対策業務の実

施に関する協定書」（（一社）岡山県建設業協会井笠支部）

に基づき，

○災害時の道路啓開・復旧体制の確保［再掲］

本市においては，「災害時における応急対策業務の実

施に関する協定書」（（一社）岡山県建設業協会笠岡支部）

に基づき，

92
表中下

から 6

○災害時の道路啓開・復旧体制の確保［再掲］

本市においては，「災害時における応急対策業務の実

施に関する協定書」（（一社）岡山県建設業協会井笠支部）

に基づき，

○災害時の道路啓開・復旧体制の確保［再掲］

本市においては，「災害時における応急対策業務の実

施に関する協定書」（（一社）岡山県建設業協会笠岡支部）

に基づき，



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

84

行目

94 表中

11 行

目

○し尿処理施設の機能確保

井笠広域クリーンセンターは昭和 63 年の竣工で供用

開始から 33 年が経過するが，（略）

○し尿処理施設の機能確保

井笠広域クリーンセンターは昭和 63年の竣工で供用

開始から 37 年が経過するが，（略）

95 表中 2

行目

○避難所における電力の確保

本市では 69 箇所の指定避難所を「笠岡市地域防災計

画」に位置づけ，（略）

○避難所における電力の確保

本市では 67 箇所の指定避難所を「笠岡市地域防災計

画」に位置づけ，（略）

96

表中

20 行

目

.

表中

32 行

目

○福祉避難所指定の促進，施設整備や備品備蓄の推進

本市では９箇所の福祉施設と「災害時における福祉避

難所（二次避難所）施設利用に関する協定」を締結して

おり（略）

○ボランティア受入体制の構築等

本市においては笠岡市社会福祉協議会と（略）運営を

要請することとし，協働のまちづくり課が社会福祉協議

会と連携してボランティア団体の調整等を担当してい

る。（略）

○福祉避難所指定の促進，施設整備や備品備蓄の推進

本市では 10 箇所の福祉施設と「災害時における福祉

避難所（二次避難所）施設利用に関する協定」を締結し

ており（略）

○ボランティア受入体制の構築等

本市においては笠岡市社会福祉協議会と（略）運営を

要請することとし，まちづくり課が社会福祉協議会と連

携してボランティア団体の調整等を担当している。（略）



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

85

97

97

表中 5

行目

表中

22 行

目

表中

28 行

目

○し尿処理施設の機能確保［再掲］

井笠広域クリーンセンターは昭和 63 年の竣工で供用

開始から 33 年が経過するが，（略）

○広域火葬体制の整備

井笠広域斎場は火葬炉７基と汚物炉１基を備えてお

り，管理は指定管理者が行っている。火葬件数は 2,621

件（令和元年度実績）ほどあるが，うち 619 件が汚物炉

でのものである。

○特定動物や被災動物への対応

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ，感染症対

策を最優先に避難所体制を整備しており，動物の同行避

難を想定した避難所の受入体制は整備していない。（略）

○し尿処理施設の機能確保［再掲］

井笠広域クリーンセンターは昭和 63年の竣工で供用

開始から 37 年が経過するが，（略）

○広域火葬体制の整備

井笠広域斎場は火葬炉７基と汚物炉１基を備えてお

り，管理は指定管理者が行っている。火葬件数は 2,924

件（令和６年度実績）ほどあるが，うち 639 件が汚物炉

でのものである。

○特定動物や被災動物への対応

地震･津波などの災害時に，避難者を最優先に避難所

体制を整備しており，動物の同行避難を想定した避難所

の受入体制は整備していない。（略）

99

表中

27 行

目

○相互応援体制の推進，受援計画の策定

市では，大規模災害時に備え，県や中国地方の市町村

等と広域支援に関する協定を締結している。しかしなが

ら，受援計画は未策定であり，災害時の受援の内容や実

○相互応援体制の推進，受援計画の策定

（削除）



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

86

99

表中下

から 9

行目

施手順，役割分担については検討できていない状況であ

る。

笠岡地区消防組合では，消防庁舎使用不能時における

施設使用の協定を締結し，消防庁舎使用不能時には代替

施設を確保できており，代替施設機能移転訓練を実施し

た。また，大規模災害時に，広域的な消防部隊の応援要

請を行う必要が生じ，緊急消防援助隊等の応援を受ける

場合の受援体制について定めた災害時受援計画につい

て現在策定中である。

今後は，防災拠点となる消防庁舎，本庁舎については，

大規模災害発生時において，災害応急対応や復旧対応な

ど防災拠点としての業務を継続するため，庁舎等の行政

施設の機能強化を図る必要がある。また大規模災害時，

緊急消防援助隊等が円滑に活動できる体制の確保を図

るため，早急に受援計画を策定する必要がある。

笠岡地区消防組合では，大規模災害時に，広域的な消

防部隊の応援要請を行う必要が生じ，緊急消防援助隊等

の応援を受ける場合の受援体制について定めた災害時

受援計画を策定しているが,令和元年から更新が出来て

いない。

今後は，防災拠点となる消防庁舎，本庁舎については，

大規模災害発生時において，災害応急対応や復旧対応な

ど防災拠点としての業務を継続するため，庁舎等の行政

施設の機能強化を図る必要がある。（削除）

○消防の情報通信施設の強化［再掲］

消防活動の相互情報伝達に必要不可欠となる「消防・

救急デジタル無線」は，消防独自のほか県の施設を借用

するなどして管内数箇所に中継局を設置し，平成 25 年

○消防の情報通信施設の強化［再掲］

消防活動の相互情報伝達に必要不可欠となる「消防・

救急デジタル無線」は，消防独自のほか県の施設を借用

するなどして管内数箇所に中継局を設置し，平成 25 年



笠岡市国土強靱化計画 新旧対照表

頁 行 修正前 修正後 理由

87

102

102

表中

15 行

目

表中下

から 4

行目

度に地域特有の通信ネットワークを構築，市民の生命，

身体，財産などの保護に活用されている。

（略）

南海トラフの大地震など来るべき大規模災害を前に，

市民の生命，身体，財産を守るため，また，障害発生時

の部品調達難や電源遮断の長時間化等による機能不全

からの被害拡大化といった二次災害を引き起こさない

ようにするため，耐災害性の強化を踏まえた全面更新が

必要である。

度に独自の通信ネットワークを構築，市民の生命，身体，

財産などの保護に活用されている。

（略）

近年発生が予想されている大規模災害を前に，市民の

生命，身体，財産を守るため，また，障害発生時の部品

調達難や電源遮断の長時間化等による機能不全からの

被害拡大化といった二次災害を引き起こさないように

するため，耐災害性の強化を踏まえた全面更新が必要で

ある。

表中 5

行目

○多様な災害情報入手環境の構築

（略）

また，令和２年度において一斉情報配信システム（メー

ル，LINE，SMS，電話，SNS，ホームページ等）を整備予

定となっており，情報伝達手段の多重化を図っている。

○多様な災害情報入手環境の構築

（略）

また，一斉情報配信システム（メール，LINE，SMS，電

話，SNS，ホームページ等）を整備し，情報伝達手段の

多重化を図っている。
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88

103

表中

12 行

目

表中

20 行

目

表中下

から

（略）

○情報の迅速・的確な把握・伝達体制の整備［一部再掲］

市では，全国瞬時警報システム（Ｊアラート）と連携

したデジタル防災行政無線を整備しているほか，令和２

年度において一斉情報配信システム（メール，LINE，SMS，

電話，SNS，ホームページ等）を導入予定である。デジ

タル防災行政無線は，親局，子局に非常用のバッテリー

を整備しており，（略）

笠岡地区消防組合では，火災，救急，事故など各種災

害における 119 番通報の受信，災害現場の特定，出動隊

の編成，指令の伝送等を複合的に行うための「高機能消

防指令施設」を平成 23 年度に整備し，情報系機器の耐

用年数到来等に伴って平成 30 年度に運用継続のための

一部更新を行っている。一方で，高度な専門技術と特殊

機器で構成される本施設は，ひとたび機能不全を起こせ

ば地域パニックから二次的災害につながることが予想

されるものの，（略）

市民の生命，身体，財産を守るため，メーカー推奨の

耐用年数 10 年経過に伴う部品調達難と令和５年度の

（略）

○情報の迅速・的確な把握・伝達体制の整備［一部再掲］

市では，全国瞬時警報システム（Ｊアラート）と連携

したデジタル防災行政無線を整備しているほか，令和２

年度において一斉情報配信システム（メール，LINE，SMS，

電話，SNS，ホームページ等）を導入している。デジタ

ル防災行政無線は，親局，子局に非常用のバッテリーを

整備しており，（略）

笠岡地区消防組合では，火災，救急，事故など各種災

害における 119 番通報の受信，災害現場の特定，出動隊

の編成，指令の伝送等を複合的に行うための「高機能消

防指令施設」を平成 23 年度に整備し，電話回線網のＩ

Ｐ化及び車両動態管理装置の４Ｇ化に対応すべく令和

６年度に消防指令施設，消防救急デジタル無線の部分更

新を実施し運用している。高度な専門技術と特殊機器で

構成される本施設は，ひとたび機能不全を起こせば地域

パニックから二次的災害につながることが予想される

ものの，（略）

市民の生命，身体，財産を守るため，また，近年発生

が予想されている大規模災害への対応のためにも，メー
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89

103 13行

目

NTT 回線 IP 化などに対応するとともに，近年発生が予

想されている大規模災害対策を踏まえた耐災害性の強

化を含む全面更新を令和５年度までに行う必要がある。

○要配慮者の状況に配慮した情報伝達

（略）

視覚障がい者には令和２年度に災害情報電話サービ

スを整備し，固定電話に災害情報を発信するサービスを

開始予定である。

（略）

カー推奨の耐用年数を踏まえた全面更新を行う必要が

ある。

○要配慮者の状況に配慮した情報伝達

（略）

視覚障がい者には令和２年度に災害情報電話サービ

スを整備し，固定電話に災害情報を発信するサービスを

開始している。

（略）

104 表中下

から 3

行目

○自主防災組織の充実［再掲］

（略）

一方で，本市の自主防災組織の結成率は，110 組織で

98.8％となっており，（略）

○自主防災組織の充実［再掲］

（略）

一方で，本市の自主防災組織の結成率は，113 組織で

98.4％となっており，（略）

106 表中

15 行

○災害時の道路啓開・復旧体制の確保［再掲］

本市においては，「災害時における応急対策業務の実

施に関する協定書」（（一社）岡山県建設業協会井笠支部）

に基づき，（略）

○災害時の道路啓開・復旧体制の確保［再掲］

本市においては，「災害時における応急対策業務の実

施に関する協定書」（（一社）岡山県建設業協会笠岡支部）

に基づき，（略）
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90

目

109

表中

10 行

目

○応急給水体制の整備［再掲］

災害時の応急給水を行うため，給水用具や装備品につ

いて目標備蓄数を設定している。令和元年度末時点で，

給水タンク（1000L）13基（目標数：15 基），給水ポリ

袋（６L）1,100 枚程度（目標数：2,000枚）となってお

り，引き続き取組を強化・促進する必要がある。（略）

○応急給水体制の整備［再掲］

災害時の応急給水を行うため，給水用具や装備品につ

いて目標備蓄数を設定している。令和６年度末時点で，

給水タンク（1000L）13 基（目標数：15 基），給水ポリ

袋（６L）2,000枚（目標数：2,000 枚）となっており，

引き続き取組を強化・促進する必要がある。（略）

110

表中下

から

12行

目

○し尿処理施設の機能確保［再掲］

井笠広域クリーンセンターは昭和 63 年の竣工で供用

開始から 33 年が経過するが，（略）

○し尿処理施設の機能確保［再掲］

井笠広域クリーンセンターは昭和 63年の竣工で供用

開始から 37 年が経過するが，（略）

111 表中 3

行目

○下水道施設の老朽化対策

下水道施設は重要なライフラインの一つであり，老朽

化した下水道施設の信頼性の確保や長期的な維持管理

費の縮減・平準化を図るため「笠岡市下水道ストックマ

ネジメント計画」を令和元年度に策定し，令和２年度か

ら５か年の長寿命化対策を計画している。下水道施設の

信頼性を確保するためには，ストックマネジメント計画

に基づいた予防保全型の老朽化対策が必要である。

○下水道施設の老朽化対策

下水道施設は重要なライフラインの一つであり，老朽

化した下水道施設の信頼性の確保や長期的な維持管理

費の縮減・平準化を図るため下水処理施設及び管路施設

については，令和６年度に計画の見直しを行った「下水

道ストックマネジメント計画」において，施設の老朽化

対策に併せて耐震化を推進することで，施設の機能維持

保全を確保していく。
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91

112

上の表

の 7行

目

○橋梁，道路の長寿命化対策

本市では 764 橋の道路橋梁を管理している。（略）

○橋梁，道路の長寿命化対策

本市では 776 橋の道路橋梁を管理している。（略）

113
表中 3

行目

○災害時の応援体制の整備（応急復旧支援）

本市においては，「災害時における応急対策業務の実

施に関する協定書」（（一社）岡山県建設業協会井笠支部）

に基づき，（略）国から派遣される TEC-FORCE と市，県

における情報共有・連携強化を推進することにより，

（略）

○災害時の応援体制の整備（応急復旧支援）

本市においては，「災害時における応急対策業務の実

施に関する協定書」（（一社）岡山県建設業協会笠岡支部）

に基づき，（略）国から派遣される TEC-FORCE と県から

派遣されるリエゾンと情報共有・連携強化を推進するこ

とにより，（略）

114

表中

17 行

目

表中

20 行

目

○消防水利の整備推進［再掲］

本市には，1,228 基の公設消火栓と 92 基の公設防火

水槽が設置（令和元年度末）されており，消火栓は各署

所において定期的に点検を実施し，防火水槽は毎年５月

に水槽機能の確認と周辺の整備を実施しているが，島し

ょ部の防火水槽の点検にあっては地元の消防団が実施

している。

今後は，本市の市街地・準市街地住宅密集地における

消防水利設置率の向上を図るとともに，島しょ部で発生

した災害対応を円滑に実施するため，島しょ部の水利状

況についても管理していく必要がある。

○消防水利の整備推進の長寿命化［再掲］

本市には，1,235 基の公設消火栓と 91 基の公設防火

水槽が設置（令和７年度末）されており，消火栓は各署

所において定期的に点検を実施し，防火水槽は毎年５月

に水槽機能の確認と周辺の整備を実施している。

今後は,本市の市街地・準市街地住宅密集地における

耐震性貯水槽の設置も推進していく。
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92

114

表中

29 行

目

○消防団活動力の強化［再掲］

（略）

引き続き，若者や女性の入団促進を推進するとともに，消

防団の活動に対して地域や事業所側からの理解・協力が得

られるよう，自主防災組織等の関係機関との連携が必要と

される。

また，大規模災害時の現場活動において，消防団員の活

動力の強化と安全確保のため，ヘルメット，耐切創手袋，

安全靴の整備を今後も継続して充実させていく必要があ

る。さらに，消防車両等を更新する場合には，地域状況に

即した性能・機能強化を図る必要がある。

○消防団活動力の強化［再掲］

（略）

引き続き，若者や女性の入団を促進するとともに，消防団

の活動に対して地域や事業所側からの理解・協力が得られ

るよう，自主防災組織等の関係機関との連携が必要とされ

る。

また，大規模災害時の現場活動において，消防団員の活

動力の強化と安全確保のため，個人装備の整備を今後も継

続して充実させていく必要がある。さらに，消防車両等を

更新する場合には，地域状況に即した性能・機能強化を図

る必要がある。

115 表中下

から 3

行目

○自主防災組織の充実［再掲］

（略）

一方で，本市の自主防災組織の結成率は，110 組織で

98.8％となっており，（略）

○自主防災組織の充実［再掲］

（略）

一方で，本市の自主防災組織の結成率は，113 組織で

98.4％となっており，（略）

116
表中

○放置艇対策の推進

市管理の漁港・港湾をプレジャーボート全国実態調査

○放置艇対策の推進

令和７年度より，岡山県内の水域において，関係法令
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93

26 行

目

等にて放置艇の数等を調査して現状を把握し，放置艇の

解消に向けて取り組むとともに，プレジャーボートの適

正保管について普及啓発する必要がある。

に基づき放置等を禁止する区域を指定し，放置すると罰

則等が適用となり，放置艇の解消に向けて取り組みを推

進する。また，プレジャーボートの適正な管理を持続で

きるような取り組みを推進する。

119
表中 3

行目

○災害時の応援体制の整備（応急復旧支援）［再掲］

本市においては，「災害時における応急対策業務の実

施に関する協定書」（（一社）岡山県建設業協会井笠支部）

に基づき，

○災害時の応援体制の整備（応急復旧支援）［再掲］

本市においては，「災害時における応急対策業務の実

施に関する協定書」（（一社）岡山県建設業協会笠岡支部）

に基づき，

122 表中下

から 8

行目

○ボランティア受入体制の構築等［再掲］

本市においては笠岡市社会福祉協議会と（略）運営を

要請することとし，協働のまちづくり課が社会福祉協議

会と連携してボランティア団体の調整等を担当してい

る。（略）

○ボランティア受入体制の構築等［再掲］

本市においては笠岡市社会福祉協議会と（略）運営を

要請することとし，まちづくり課が社会福祉協議会と連

携してボランティア団体の調整等を担当している。（略）

123

表中

21 行

目

○実践的な防災教育の推進［再掲］

平成22年度に（略）全戸配布している。また，令和

２年度において洪水，津波，土砂災害のハザードマッ

プを笠岡市総合ハザードマップとして作成し，全戸配

布を予定しているほか，総合ハザードマップ内に県が

公表している液状化危険度分布を掲載する予定である

。（略）

〇実践的な防災教育の推進

平成22年度に（略）全戸配布している。また，令和

３年１月に洪水，津波，土砂災害のハザードマップを

笠岡市総合ハザードマップとして作成し，全戸配布をし

ているほか，総合ハザードマップ内に県が公表している

液状化危険度分布を掲載している。（略）
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94

表中下

から 7

行目

○自主防災組織の充実［再掲］

（略）

一方で，本市の自主防災組織の結成率は，110 組織で

98.8％となっており，（略）

○自主防災組織の充実［再掲］

（略）

一方で，本市の自主防災組織の結成率は，113 組織で

98.4％となっており，（略）

124 表中 4

行目

○ボランティア受入体制の構築等

本市においては笠岡市社会福祉協議会と（略）運営を

要請することとし，協働のまちづくり課が社会福祉協議

会と連携してボランティア団体の調整等を担当してい

る。（略）

○ボランティア受入体制の構築等

本市においては笠岡市社会福祉協議会と（略）運営を

要請することとし，まちづくり課が社会福祉協議会と連

携してボランティア団体の調整等を担当している。（略）


